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第１ 本準備書面の構成 

 原告らは、訴状において、「被告国は、・・・原発の建設を主体的、かつ強力

に推進してきたといえる。いわゆる『国策民営』による原発推進政策である。」

と述べた（訴状３５頁）。 

本準備書面では、このうち、特に原子力発電事業の経済的側面に着目して、

被告国が電力会社に対して積極的かつ多様な支援政策を行ってきたこと、かか

る支援政策がなければ電力会社は原子力発電を行い得ないこと、及びその支援

の内容・規模から浮かび上がる「国策民営」による原発推進政策の実態を明ら

かにし、被告国には規制権限を行使すべき極めて重大な責任があったことを論

ずる。 

 そもそも、電力会社は民間企業である。したがって、利益の出ない事業を行

うことはないはずである。このことは原子力発電事業についても当然妥当する。 

しかしながら、これから述べるとおり、原子力発電には重大な３つの経済的

弱点がある。 

そのような経済的弱点があるにもかかわらず電力会社が原子力発電事業を行

うことができるのは、被告国が、原子力発電が抱える経済的弱点を補うことに

よって電力会社が利益を出すことができるように、原子力発電業界を支援して

いるからである。 

すなわち、経済的側面からみて、被告国が行ってきたこれらの業界支援政策

がなければ、一民間企業にすぎない電力会社が原子力発電事業を行うことは不

可能なのである。 

  そこで、まず第２において、原子力発電事業が抱える経済的な弱点について

述べる。 

その後、それらの経済的弱点を補うために被告国が行ってきた業界保護政策

について論じ、かかる業界保護政策がなければ電力会社が原子力発電事業を行

うことができないことを明らかにする。 
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 より具体的には、第３において、「地域独占体制」のもとにおける「総括原価

方式」によって、電力会社が利益を確保できる仕組みが出来上がっており、そ

のことによって、被告国が原子力発電を推進してきたことについて論ずる。 

 続いて第４において、被告国が、電源三法を制定し、原子力発電所立地自治

体電源三法に基づく交付金をばらまくことにより、地元の反対を抑え、交付金

目当ての更なる原子力発電所誘致を促してきており、かかる電源三法による被

告国の原子力業界保護政策がなければ、原子力発電所の立地は進まなかったこ

とを論じる。 

 さらに第５において、被告国が、実質的に民間企業には不可能である使用済

燃料の最終処分事業を、電力会社に代わって行っていることを論じる。 

 加えて第６において、被告国が、原子力事業の高い経営リスクを引き受けて

いなければ、電力会社は同事業を行い得なかったこと、被告国が、原子力発電

所事故による損害賠償リスクの支配・解消の観点から、原子力損害賠償法等の

制定を中心とする原子力損害賠償制度の整備を主体的に行ってきたこと、につ

いて論じる。 

以下、詳述する。 

 

第２ 原子力発電の経済的弱点 

１ 経済的弱点の内容 

第１で述べたとおり、原子力発電事業には重大な経済的弱点が存在する。主

なものは次の３点である（甲Ａ第７９号証）。 

１つ目は、発電コストが高い点である。すなわち、発電コストとして、原子

力発電所の建設から廃止までの総コストのみならず、原子力発電とセットにし

て初めて意味をなす揚水発電施設の建設・維持管理費や、長距離送電網の建設・

維持管理費、立地対策費などまで加えた場合、原子力発電は、他の発電方式（火

力・一般水力）に比べて、最も高い電源なのである。 
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２つ目は、核燃料事業を含めた原子力発電システム全体としての最終的なコ

ストが不確実な点である。このことは特に核燃料サイクルバックエンドコスト

について顕著である。この点について、前述の発電コストの計算中には、政府

の計算方法によるバックエンド対策費用を一応含んではいる。しかし、政府に

よる計算には大きな問題があり、実際に事業を行えばバックエンド費用は格段

に上昇する。 

３つ目は、原子力発電には、他の発電方式に比べて、高い経営リスクが伴う

点である。最も大きな経営リスクは事故が発生した場合の損害賠償責任リスク

である。また、原子力発電は他の発電方式に比べて初期投資コストが高く、投

資に見合う電力販売収入が得られなかった場合の損失も大きい。 

以下では、これら３つの経済的弱点について順次詳述する。 

 ２ 発電コストが高いこと 

（１）発電コストの考え方 

   まず発電コストをどう考えるかであるが、これについては、 

「発電コスト」＝「発電事業に直接要するコスト」＋「政策コスト」 

＋「環境コスト」 

と定義すべきである。 

なお、この点については、２００４年（平成１６年）に、政府が発電コスト

を計算して報告している。かかる報告によると、原子力発電の発電コストは、

１キロワット時あたり５．３円とされている。他方、石炭火力は５．７円、Ｌ

ＮＧ火力は６．２円、石油火力は１０．７円、一般水力は１１．９円とされ、

原子力が最も安価とされている。しかし、かかる計算は、ある一定条件下にお

けるモデルプラントを想定したシミュレーションでしかなく、実態を全く反映

していない。 

 上記定義の中で、「発電事業に直接要するコスト」とは、減価償却費（資本費）、

燃料費、保守費などからなる。 



 8 

かかる費用は、電力会社が電力料金という形で消費者から徴収している。前

述したバックエンド費用についても、その一部がここに組み込まれている。 

 次に、「政策コスト」とは、政策的誘導を行う場合の追加的コストのことであ

る。①技術開発や関連団体の運営費等への支出（開発コスト）と②立地対策費

として支出されるもの（立地コスト）からなっている。 

 「環境コスト」とは、環境破壊を通じて第三者が負担しているコストのこと

である。事故被害に対する損害賠償費用、事故収束・廃炉費用、原状回復費用、

行政費用などからなる。 

原子力発電においては、一旦事故が発生した場合、その被害が甚大であり、

また、金銭的に評価できない被害が多数発生するため、計算することが非常に

困難である。 

そこで、ここでは「環境コスト」を除いたコストについて論じることとする。 

（２）「発電事業に直接要するコスト」の計算 

ア 定義 

「発電事業に直接要するコスト」を次のように定義する。 

 「発電事業に直接要するコスト」 

 ＝「料金原価」÷「総発電量」 

ここで、料金原価は総括原価方式で決められている（電気事業法１９条、一

般電気事業供給約款料金算定規則）。 

イ 計算結果 

電力会社が公表している有価証券報告書に記載されたデータを用いて、「発電

事業に直接要するコスト」を計算する。 

すると、電力９社において、１９７０年度（昭和４５年度）から２００７年

度（平成１９年度）の３７年間で、１キロワット時あたり、原子力は８．６４

円、火力は９．８０円、水力は７．０８円（うち一般水力３．８８円、揚水５

１．８７円）である（甲Ａ第８０号証８０頁）。 
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ウ まとめ 

以上の計算結果から、過去３７年間で、発電事業に直接要するコストが最も

安かった電力は一般水力である。 

かかる結果からわかるとおり、発電事業に直接要するコストだけを比較して

も、原子力が最も安い電源とはいえない。 

さらに、次に述べる政策コストをも加味すると、原子力こそ最も発電コスト

が高い発電方式であることが明白となる。 

（３）政策コスト 

 ア 定義 

   「政策コスト」を次のように定義する。 

「政策コスト」 

＝（「開発コスト」＋「立地コスト」）÷「総発電量」 

前述したとおり、「開発コスト」とは、技術開発や関連団体の運営費等への支

出のことである。具体的には、日本原子力研究開発機構の運営費などのことで

ある。 

また、「立地コスト」は、立地対策費として支出されるものである。具体的に

は、電源三法に基づく電源立地地域に対する交付金などのことである。 

イ 計算結果 

上記定義にエネルギー源ごとの財政資金の投入額を入れて算出した額は次の

とおりである。 

１９７０年度（昭和４５年度）から２００７年度（平成１９年度）の３７年

間で、１キロワット時あたり、原子力に対しては、開発コストに１．６４円、

立地コストに０．４１円の合計２．０５円がかかっている。 

火力は開発コスト０．０２円、立地コスト０．０８円の合計０．１０円であ

る。また、水力は開発コスト０．１２円、立地コスト０．０６円の合計０．１

８円である（甲Ａ第８０号証８０頁）。 
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ウ まとめ 

この計算結果からわかるとおり、原子力は火力と比べて約２０倍、水力と比

べて約１１倍の政策コストがかかってきた。 

そして、これらの政策コストは、電源三法に基づく交付金などの形で、わが

国の財政、すなわち国民の税金から支払われてきたのである。 

（４）小活 

これらの計算結果から、電源ごとに「発電事業に直接要するコスト」と「政

策コスト」を合計すると表１のとおりとなる（甲Ａ第８０号証８０頁）。ここで

は年代ごとの値も算出している。 

 

表１ 電源別発電総単価（単位：円／キロワット時） 

 原子力 火力 水力 一般水力 揚水 原子力＋揚水 

1970 年代 13.57  7.14  3.58  2.74  41.20 16.40 

1980 年代 13.61  13.76  7.99  4.53  83.44 15.60 

1990 年代 10.48  9.51  9.61  4.93  51.47 12.01 

2000 年代 8.93  9.02  7.52  3.59  42.79 10.11 

1970〜2007 年 10.68  9.90  7.26  3.98  53.14 12.23 

 

表１からも明らかなように、１９７０年（昭和４５年）から２００７年（平

成１９年）における、原子力発電の「発電事業に直接要するコスト」と「政策

コスト」の合計値は、１キロワット時あたり１０．６８円である。さらに、原

子力発電に必要不可欠な揚水発電のコストと合わせると、１キロワット時あた

り１２．２３円となる。 

これに対し、火力発電は９．９０円、一般水力発電は３．９８円である。 

この計算結果から明らかなように、他の発電方式に比べ、原子力発電が最も

高くなっている。しかも、前述のとおり、ここで計算したコストには今後追加
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的に増加する分の莫大なバックエンド費用や事故が生じた場合の損害賠償費用

などは加味されていない。それらの費用まで考慮すれば、さらに原子力発電の

費用は高額になる。 

以上のように、原子力発電は、他の発電方式に比べて発電コストが高くかか

るという経済的弱点を有する。 

 ３ 原子力発電システム全体としての最終的なコストが不確実なこと 

（１）バックエンドコスト 

次に、原子力発電システム全体としての最終的なコストを考えるにあたって

は、特に核燃料サイクルバックエンドコストが非常に重要である。バックエン

ドコストとは、核燃料を使用したあとに残る使用済み燃料の処理・処分コスト

のことである。 

そして、かかるバックエンドコストは、日本の原子力政策によって大きく変

動する。なぜなら、使用済み燃料の処理・処分の方法として、大きく分けて２

つの選択肢があるからである。 

第１の方法は、使用済燃料を直接処分する方法である。核燃料を１回だけ利

用して捨てるので、「ワンスルー」方式とも呼ばれる。 

第２の方法は、使用済燃料を再処理し、プルトニウムを取り出す方法である。

使用済燃料の中に含まれるプルトニウムを取り出して、使用済燃料をもう一度

利用することになる。そこでこの方法を「核燃料サイクル」方式などという。  

被告国は核燃料サイクル方式を選択し、使用済燃料を全量再処理するという

政策を取り続けている（しかし、かかる全量再処理方針はもはや破綻しており、

ただちに見直すべきである。）。 

（２）政府の試算 

このバックエンドコストについて、２００４（平成１６）年に、政府の総合

資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト等検討小委員会が報告書を提出し

た。それによるとバックエンドコストの総事業費は、１８兆８０００億円と試
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算され、その後もその計算額が議論の前提とされている（甲Ａ第８９号証）。 

しかし、かかる計算額は以下に述べるように不確実なものであり、コストの

一部分を反映したものに過ぎない。 

（３）不確実さの検証 

ア コストの範囲が限定的であること 

まず、コストとして計上されているものの範囲が限定的であり、含まれてい

ないコストがある。 

すなわち、本報告書によると、かかるコストは六ヶ所再処理工場での再処理

についてのコストのみによる計算とされている。 

しかし、六ヶ所再処理工場の処理能力は、原子力発電所から発生するとされ

ている使用済燃料の半分の量にすぎない。使用済核燃料については全量再処理

が基本方針なので、六ヶ所再処理工場だけでは足りず、第二再処理工場の建設

が不可欠であるが、その費用は含まれていない。 

次に、ウラン濃縮後に残った劣化ウランや、使用済燃料の再処理に際しプル

トニウムとともに取り出されるウラン（回収ウラン）の処理・処分費用が含ま

れていない。 

また、ＭＯＸ燃料の使用後に生ずる使用済燃料（ＭＯＸ使用済燃料）にかか

るコストも計算の対象外となっている。 

さらに、高速増殖炉サイクルに関するコストも含まれていない。 

加えて、ウラン燃料の製造工程（製錬、転換、濃縮、再転換、成型加工）を

行う施設の運転、解体に伴って発生するウラン廃棄物の処分費用も、計算の対

象外である。 

結局、この報告書による計算は、ＭＯＸ使用済燃料の扱いや高速増殖炉計画

のコストなどは無視したまま、せいぜいプルサーマルと六ヶ所再工場での再処

理を前提に、ここ数十年で発生するコストの一部が含まれているだけでしかな

いのである。 
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イ コスト計算が不確実なこと 

さらには、コストの範囲の設定だけでなく、コストの計算も正確ではない。 

すなわち、事故やトラブルの発生によるコストを考慮せず、日常的に発生す

る維持管理コストしか計算していないのである。 

今後数万年間、人や環境に影響を与えないためのコストとして、これが確実

な数字とは考えられない。 

ウ 計算に当たって非現実的な仮定がなされていること 

さらには計算の前提となる過程が非現実的である。 

まず、再処理工場の運転についてである。この報告書では、再処理工場が４

０年間、定格運転することをコスト計算の前提としている。しかし、わが国に

おいて再処理工場がトラブル続きであることや海外での実績値をみても、これ

は現実的な数字ではない。 

また、高レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ廃棄物の処分コストについても問題が

ある。高レベル放射性廃棄物の処分コストは、ガラス固化体１本あたり３５３

０万６０００円としている。一方、海外から返還された高レベル放射性廃棄物

では１本あたり１億２３００万円である。この点についてわが国では地中深く

に埋設して数万年間放置するので管理コストが要らないと想定されている。し

かし、永久処分のときに本当に管理コストが要らないのだろうか。つまり、高

レベル放射性廃棄物の処分単価があまりにも安く設定され過ぎているのではな

いかという問題がある。 

（４）小活 

以上から明らかなとおり、核燃料サイクルバックエンド費用が一体いくらに

なるのかという点は全く不明確であり、このことから、原子力発電システム全

体としての最終的なコストの計算は不確実なものとなる。 

この点が、原子力発電が抱える２つ目の経済的弱点である。 
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 ４ 他の発電方式に比べて高い経営リスクが伴うこと 

   最後に、原子力発電が抱える３つ目のリスクとしては、以下の点があげられ

る。 

まず、原子力発電は初期投資コストが格段に高いということである。そのた

め、投資に見合う電力販売収入が得られなかった場合、電力会社が被る損失が

大きくなってしまう。 

   また、発電用原子炉の新増設計画を作っても、立地地域住民の反対により中

止となったり、稼働が予定より十数年以上も遅れたりする可能性が高い。 

   更に、原子力発電は、事故・事件・災害等の発生や、政治的・社会的な環境

変化に対して非常に脆弱である。このことは、東日本大震災により、現在ほと

んどの原子力発電所が停止していることからも明らかである。 

   そして、なによりも大きな経営リスクは、事故が起こった場合の損害賠償リ

スクである。その損害賠償額は、もはや国も電力会社も支払うことができない

ほどの莫大な金額になることが必至である。 

   このような原子力発電に特有の経営リスクが、原子力発電が抱える３つ目の

経済的弱点である。 

 ５ まとめ 

   以上のとおり、原子力発電事業にはこれだけの重大な経済的弱点がある。そ

れゆえ、すべてを自己責任で処理せねばならない自由主義経済のもとでは、電

力会社は原子力発電事業を忌避するはずである。 

   そうであるにもかかわらず電力会社は原子力発電事業を推進してきた。それ

ができたのは、ひとえに、被告国がこれらの経済的弱点を補えるだけの業界保

護政策を行ってきたからである。 

   第１の弱点である「発電コストが高い」という点に対しては、「地域独占」

と「総括原価方式」によって、どれだけ発電コストがかかろうとも電力会社が

利益を確保できる仕組みを作り上げた。また、いわゆる「電源三法」によって、
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立地コストに対し税金を投入することにより電力会社の負担を大幅に軽減して

いる。 

   第２の弱点である「原子力発電システム全体としての最終的なコストが不確

実なこと」に対しても、総括原価方式のもと、バックエンド費用を次々と電気

料金に転嫁できる仕組みが作り上げられている。 

   第３の弱点である「他の発電方式に比べて高い経営リスクが伴うこと」に対

しても、まず、「地域独占」と「総括原価方式」によって、仮に原子力発電が止

まってしまい発電コストが上がったとして、それを電気料金に転嫁できるので、

電力会社の利益は確保できることになる。また、「電源三法」に基づき交付金を

ばらまくことで、立地住民の反対を押さえ込むことに成功した。さらに、「原子

力損害賠償法」を制定することによって、万が一事故が発生し、電力会社が莫

大な額の損害賠償責任を負うことになろうとも、その責任を限定する仕組みを

作り上げたのである。 

第３ 電力会社が利益を確保できる仕組み 

 １ 地域独占体制と総括原価方式による利益確保 

 一部自由化されているとはいえ、原則として電力会社が「地域独占体制」（電

気事業法３条・５条）のもとに事業を行っていることは周知のとおりである。

そして、この地域独占体制のもと、電気料金の算定にはいわゆる「総括原価方

式」が採用されている（電気事業法１９条）。 

かかる２つの仕組みが車の両輪となって、電力会社は、高コストの原子力発

電事業を行ったとしても確実に利益を確保することができるようになっている。

このことは、本来電力会社自身が負担すべきコストを、電気料金の形で国民に

転嫁しているということである。 

そして、国民のリスク負担によって確保した利益によって、原子力発電事業

に対する更なる投資を容易に行うことができるのである。 

その結果、電力会社は、幾度となく訪れた原子力発電に対する逆境にもかか
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わらず、あたかも社会主義的経済を彷彿させるかのような原発拡張を成し遂げ、

わが国は世界第２位の原発大国となったのである。 

以下では、この地域独占と総括原価方式によって電力会社が利益を確保する

仕組みとその具体的な効果について述べ、これらの仕組みがなければ電力会社

が原子力発電を行い得ないことを論ずる。 

２ 総括原価方式の概要 

電気料金の算定方法は、いわゆる「総括原価方式」が採用されている（電気

事業法１９条、一般電気事業供給約款料金算定規則（以下、「供給約款料金算定

規則」という）。但し、この総括原価方式は、一般家庭等規制部門の需要家に適

用されるものに限られている。）。 

総括原価方式とは、発電に要する「総原価」（規則上は「原価等」と定義して

いる。）を算定した上で、かかる総原価と料金収入が一致するように料金単価を

定める方式である。 

   具体的には、以下のように定められている。 

（１）「総原価」の定義（供給約款料金算定規則２条２項） 

供給約款料金算定規則２条２項は、 

「総原価」＝「営業費」＋「事業報酬」－「控除収益」 

  と定義している。 

（２）営業費（供給約款料金算定規則３条） 

ここで、総原価を構成する要素のうち、「営業費」については、供給約款料金

算定規則３条に定められている。 

その主な項目は、人件費・燃料費・修繕費・減価償却費・購入電力料・公租

公課・その他経費（バックエンド費用・廃棄物処理費・消耗品費・賃借料・託

送料・委託費・損害保険料・普及開発関係費・研究費・諸費等）等である。 

（３）事業報酬（供給約款料金算定規則４条） 

次に、総原価を構成する要素のうち、「事業報酬」は、供給約款料金算定規則
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４条に定められている。ここでは、いわゆる「レートベース方式」による計算

が採用されている（１９６０年（昭和３５年）に採用）。このレートベース方式

によって算出される「事業報酬」が、電力会社の利益となる。 

供給約款料金算定規則４条２項は、 

事業報酬額＝「レートベース」（＝事業資産の額）×報酬率 

と定めている。 

   そして「レートベース」は、 

      ① 特定固定資産（同条３項１号） 

      ② 建設中の資産（同項２号） 

      ③ 核燃料資産（同項３号） 

      ④ 特定投資（同項４号） 

      ⑤ 運転資本（同項５号） 

      ⑥ 繰延償却資産（同項６号） 

  からなる旨定められている。 

   また、「報酬率」は、 

      「自己資本報酬率及び他人資本報酬率を３０対７０で加重平均した率」 

  と定義している（供給約款料金算定規則４条４項）。 

   なお、現行の報酬率は約３パーセントである。 

（４）控除収益（規則５条） 

「控除収益」とは、他社販売電力量・託送収益などのことであり（供給約款

料金算定規則５条１項）、要するに、他の電力会社へ販売した電気の収入など電

気料金以外から得られた収入のことある。 

３ 総括原価方式により電力会社の利益が確保されていること 

前述したとおり、総括原価方式とは、発電に要する総原価を算定した上で、

かかる総原価と料金収入が一致するように料金単価を定める方式である。 

総原価のなかには、営業費として、人件費・燃料費・修繕費・減価償却費（＝
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固定資産）・公租公課など、電力事業を行うにあたり必要となるありとあらゆる

経費が含まれている。そして、かかる営業費と事業報酬額の合計額を、電気料

金として徴収することができるようになっている。 

かかる定義から明らかなように、総括原価方式のもとで、電力会社は、どれ

だけコストのかかる設備投資をしても、それを電気料金に上乗せすることがで

きる仕組みとなっており、絶対に損失が生じないのである。 

この仕組みが如実に現れたのが本件事故後の電気料金の値上げ問題である。 

本件事故以降、電力会社は管内の原子力発電所を全て停止させざるを得なく

なった。そして、原子力発電に代わって火力発電によって、管内の電力供給を

賄うしかなくなった。その結果、火力発電用の燃料費が大幅に増加し、電力会

社の経営を圧迫することとなった。 

かかる事態は、本準備書面第２で述べた、原子力発電の３番目の弱点である

「高い経営リスク」が現実化した場面である。本来であれば、これら原子力発

電所が停止したことによるリスクは、電力会社自身が負うべきものである。 

しかし、上述のとおり、総括原価方式によって、燃料費は営業費の中に組み

入れられており、最終的には電気料金として消費者から徴収されることになる。

そして、地域独占体制によって、国民はこの値上げされた電気料金を支払わざ

るを得ない状況におかれているのである。  

この値上げの結果、本来電力会社が負うべきリスクは、電気料金の値上げと

いう形で国民に転嫁されたのである。 

４ 原子力発電事業を推進すれば電力会社の事業報酬が増えること 

上述のとおり、総括原価方式によって、電力会社は絶対に損失を出さないで

済む。そればかりでなく、総括原価方式が資産に応じた事業報酬を確保してく

れるために、原子力発電という巨額の投資を必要とする電源を増やすにあたっ

て、事業報酬からその費用を簡単に調達できるのである。 

ここで前述した「レートベース」の中身に着目する。特に、「特定固定資産」
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と「核燃料資産」が重要である。 

   「特定固定資産」とは、各種発電設備（水力・火力・原子力等）、送電設備等

のことである。原子力発電施設は、水力・火力発電施設に比べて、資産価値が

高い。すなわち、原子力発電施設を所有すればするほど、レートベースが高く

なり、それに応じて事業報酬が高くなるのである。 

   「核燃料資産」についてもこれと同じことが言える。「核燃料資産」とは、装

荷以前の核燃料資産（装荷中核燃料、加工中核燃料（使用済核燃料を含む）、半

製品核燃料、完成核燃料）と再処理関係核燃料資産のことである（供給約款料

金算定規則・第２表参照）。各処理段階の核燃料を所有していることによって、

レートベースが高くなり、それに応じて事業報酬が高くなるのである。 

   しかも、ここでは使用済核燃料（いわば「核のゴミ」である）も核燃料資産

として計上してよいことになっている。これは、被告国が全量再処理という方

針をとっていることと関連している。すなわち、全量再処理のもとでは、使用

済核燃料も再処理過程を経て再び核燃料、すなわち「資産」になるのである。 

   このように、原子力発電所を建設し、原子力発電事業を行い、使用済核燃料

を生み出せば生み出すほど、核燃料資産が増えて電力会社の事業報酬が増える

ことになる。 

 ５ 社会主義計画経済を彷彿させる原子力発電事業の拡大に「地域独占」体制と

「総括原価方式」が重要な役割を果たしていること 

   わが国の発電用原子炉の設備利用率は、１９７３年（昭和４８年）から１９

７９年（昭和５４年）にかけて４０パーセントから５０パーセント台を上下し

た（甲Ａ第８１号証３６頁）。 

   このような設備利用率低迷の最大の原因は、沸騰水型軽水炉では、冷却水を

送るステンレス鋼配管の応力腐食割れ（高温水下での亀裂発生）、加圧水型軽水

炉では、蒸気発生器伝熱管の損傷によるタービン側への放射能漏れで、いずれ

も熱伝達系の事故・故障であった（甲Ａ第５８号証１４６頁）。 
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   本準備書面第２において、原子力発電の３つ目の弱点として、原子力発電は

初期コストが格段に高いと述べた。かかる点からすると、設備利用率の低下は

経営にとって致命的である。なぜなら、設備利用率が低下すれば投資に見合う

だけの電力販売収入が得られないからである。 

   そうであるにもかかわらず、１９７０年代に営業運転を開始した発電用原子

炉は全部で２０基にのぼる（甲Ａ第８１号証２２頁）。これは年に２基というペ

ースである。１９８０年代以降も、概ね年に１．５基のペースで原子炉の建設

が進められた（甲Ａ第５８号証２２頁）。日本における原子炉基数と設備容量の

推移をまとめると図１のとおりとなる。日本の原子力発電が、９０年代半ばま

で、ほとんど「直線的」といえる安定したペースで拡大し続けてきたことが分

かる。 

 

     図１ 日本の原子炉基数と設備容量の推移 

    

１９７３年（昭和４８年）と１９７９年（昭和５４年）における２度の石油
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危機をはじめとする経済情勢やエネルギー情勢の激変とはほとんど無関係に、

このような直線的・安定的ペースで原子力発電の建設が進んだことは、「社会主

義計画経済」を彷彿とさせるものである（甲Ａ第５８号証１４３頁）。 

このように、原子力発電の拡大ペースが「直線的」に進んだのは、「地域独占」

と「総括原価方式」によって、電力会社の総資産に一定の報酬率を乗じること

によってはじき出される事業報酬が保障されていたからである。電力会社とし

ては、たとえ稼働していなくても資産として原子力発電所を所有しているだけ

で事業報酬に上乗せできる。そして、そのようにして得られた事業報酬を元手

にして、さらに原子力発電所を建設するのである。 

以上のとおり、「地域独占体制」と「総括原価方式」をとることにより電力会

社は絶対に損失を被ることなく、さらには事業報酬という形で確実に利益を得

られるようになっている。そして、確保された事業報酬によってさらに原子力

発電事業に投資を行うことができるのである。 

その結果、電力会社は通常では考えられないような「直線的」ペースで原子

力発電所を建設していった。それはあたかも「社会主義計画経済」を彷彿とさ

せるものであった。 

このように、「地域独占体制」と「総括原価方式」によって利益の確保が約束

されているからこそ、電力会社は、本来高コストであるはずの原子力発電事業

を推進することができるのである。すなわち、「地域独占体制」と「総括原価方

式」による原子力業界の保護がなければ、電力会社が原子力事業を行うことは

不可能なのである。 

 そしてかかる、「地域独占体制」と「総括原価方式」制度を導入し、維持し、

電力会社に有利なように発展させていったのは、被告国なのである。 

第４ 被告国による電源三法の制定と原子力発電事業促進の実態 

１ はじめに 

本準備書面第２で述べたとおり、被告国は、１９６０年代半ばに問題になっ
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た原子力発電所の立地紛争に関し、地元に開発利益の一部を還元するという仕

組みを有する電源三法によって、電力会社による立地促進を可能にしてきてい

る。 

   この電源三法は、電力会社だけでは解決できなかった原発立地住民の反対運

動を押さえ込む上で不可欠の役割を果たしてきたが、それにとどまらず、福島

第一原子力発電所事故を経験した今日においては、地元が安全性を度外視して

原発再稼働を望む実質的理由にまでなってしまっている。 

   すなわち、電源三法によって地元に還元される「原発マネー」は、原発立地

の地元を反対から原発推進に変えた上、今もなお縛り続けており、「麻薬」とま

で評されているゆえんである。 

   そこで、以下では、電源三法について概観することで、原子力発電事業の推

進にとって不可欠な被告国の関与行為を明らかにする。 

   なお、本準備書面にいう電源三法とは電源開発促進税法、電源開発促進対策

特別会計法、発電用施設周辺地域整備法の三法を指す。このうち、電源開発促

進対策特別会計法については、被告国による特別会計改革に伴って、特別会計

に関する法律に引き継がれるとともに、２００８年（平成２０年）に廃止とな

っているが、地元に対する影響は何ら変わっていない。 

２ 立法経緯 

（１）激しい原発立地反対運動の展開により原発立地が進まなかったこと 

わが国最初の実用原子力発電所は、１９６５年（昭和４０年）５月４日に初

臨界に達した日本原子力発電所（日本原電）の東海発電所である。その候補地

としては、神奈川県三浦半島武山地区が第一順位、茨城県水戸地区（東海村）

が第二順位だったが、第二順位を決定したのは、原子力委員会であり、時期は

１９５６年（昭和３１年）４月６日である。具体的な敷地は、財団法人日本原

子力発電所（原研）敷地に隣接する国有林であった（甲Ａ第５８号証１０８～

１０９頁）。 
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したがって、地元地権者による反対という問題は生じなかったが、原子力発

電所に不可欠な敷地そのものを被告国が提供している。 

日本原電とは独立に電力会社が原子力発電所の建設構想を正式に策定するよ

うになったのは、１９６０年代に入ってからである。１９６３年から６４年に

かけて、電力各社は、原子力発電所建設計画を盛り込んだ電力長期計画（１０

年先までのローリングプラン）を相次いで発表している。 

もっとも、電力各社は、電力長期計画を公表する以前から、原子力発電所建

設計画に着手しており、とくに東京電力と関西電力は、６０年代初頭から、用

地の選定と買収を精力的に行っていた。 

電力各社はその合同子会社の日本原電に原子力発電事業を一本化させるので

はなく、各社ごとにみずから原子力発電事業に乗り出したのである（甲Ａ第５

８号証１２１～１２２頁）。 

これに対して、１９５０年代から１９６０年代半ばにかけて、熱心な誘致運

動が福井県や福島県で展開された。立地紛争も生じたが、それらは散発的なも

のにすぎなかった。東海発電所に続き１９６０年代前半に立地が決定した代表

的な原発サイトに日本原子力発電（日本原電）敦賀と関西電力美浜がある。ど

ちらも福井県の誘致運動を発端として誕生したものである。両地区とも用地買

収は、県当局の協力のもとで県開発公社が行っており、漁業補償協定も県当局

の協力のもとで早期に調印された。 

同時期に立地計画が発表された東京電力福島の立地過程では、県当局の積極

性が一層際立っており、福島県の誘致計画発表に端を発している。ここでは福

島県開発公社が、用地取得と漁業補償の双方に関する地元との交渉を肩代わり

したのである（甲Ａ第５８号証１５０頁）。 

当時は、被告国の協力がなくとも、原発立地は順調に進むかのように見えた。

ただし、県の協力は不可欠であったのであり、電力会社が独力で立地に成功し

たのではない。 
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その後、公害問題や環境保護がクローズアップされるようになると各地で反

対運動が起きた。 

その中の一つが、中部電力が１９６３年（昭和３８年）１１月に三重県知事

に熊野灘沿岸の芦浜地区への原発立地構想を伝えたことをきっかけに地元の漁

業関係者を中心とした住民らによる大規模な立地反対運動である（甲Ａ第５８

号証１５０～１５１頁）。１９６６年（昭和４１年）９月１９日には、当時の衆

議院科学技術振興対策特別委員であった中曽根康弘らによる芦浜地区への現地

海上視察を、原発立地反対漁民らが海上反対デモによって阻止した、いわゆる

長島事件が発生するなど、計画当初から激しい反対運動が展開された（甲Ａ第

８３号証）。その結果、中部電力は芦浜立地強行を断念したのである（甲Ａ第５

８号証１５１頁）。 

さらに１９７０年代に入ると原発立地計画は例外なしに大きな反対運動に直

面させられるようになり、計画が暗礁に乗りあげるケースが相次いだ（浪江・

小高原子力発電所等）。女川では電源開発調整審議会（以下「電調審」という）

で立地が決定されていたにも関わらず地元との調整が難航して着工できずにい

た。また、１９７３年（昭和４８年）８月には日本初の原発を問題とした訴訟

である四国電力伊方原発訴訟が提起されている（甲Ａ第５８号証１５６頁）。 

このように１９７３年（昭和４８年）頃までに、電力会社に自治体が協力し

た程度では、地元の反対運動を抑え込むことが出来ず、原発立地が困難な事態

になっていた。 

（２）電源開発を行う必要があったこと 

原発立地が反対運動によって困難となる状況下にあっても、被告国は原子力

推進政策を強力に推進した。 

１９７２年（昭和４７年）６月には、原子力委員会は「原子力開発利用長期

計画」を発表している。同計画においては、当時運転中及び建設中の原子炉の

合計出力は９５１万ＫＷであったのに対し、１９８５年（昭和６０年）度に６
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０００万ＫＷ、１９９０年（平成２年）度には１億ＫＷにまで拡大する必要が

あるとの見込みを示している（現実には１９９０年に３１４８万ｋｗ）（甲Ａ第

１０６号５頁）。 

電調審の原子力発電における電源開発目標の達成率も１９７１年には１３

７％であったものが、１９７２年には２８％となり、１９７３年には０％とな

っていた（甲Ａ第８２号証）。 

すなわち、強烈な周辺地域住民の反対運動のために電力会社の原発立地は思

うようにすすんでいなかったが、被告国は積極的に原発推進政策を打ち出し、

被告国による原発立地対策が急務であった。 

（３）発電用施設周辺地域整備法案の提出 

 このような状況の中、１９７３年（昭和４８年）４月に発電用施設周辺地域

整備法案が国会に提出された。 

   この法案の内容は次のとおりである。すなわち、立地予定地点を主務大臣が

指定し、知事が関係市町村や施設設置者等の意見を聞いた上で「整備計画」を

策定する。施設設置者は整備計画に組まれた事業の費用負担面で協力義務を負

う。一方、被告国は、事業経費の国庫負担・補助分について特別措置を講ずる

ものとされている。これは要するに「他のすべての国家的主要施策に対比して

きわめて均衡を失した位置にある電源立地促進対策を地域開発関連の通例の行

財政手段をもっていわば世間並みに処遇すること」を趣旨としたものである（甲

Ａ第８２号証）。 

   この法案が提出される３か月前の１９７３年（昭和４８年）１月には日本原

子力産業会議（以下「原産会議」という。）から「原子力開発地域整備促進法（仮

称）の制定についての要望」及びその具体的な法制である「原子力開発地域整

備促進大綱（案）」が提出されているがその内容をほぼそのまま踏襲した法案と

なっている。 

   もともと原産会議は、上記要望等を提出する以前にも、１９６２年（昭和３
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７年）に「原子力施設地帯の整備に関する要望」を、１９６８年（昭和４３年）

に「原子力施設立地への提言」及び「原子力施設と地域社会―統計的調査」、１

９７０年（昭和４５年）に「原子力発電所と地域社会―立地問題懇談会地域調

査専門委員会」と原子力立地対策について系統的な調査・提言を重ねていた。

このように、電源三法の根幹をなす地域整備法の形成には、原産会議からの強

い働きかけが続いていたのである。 

   しかし、この発電用施設周辺地域整備法案は商工委員会で一度も審議されな

いまま継続審議扱いとなった。その主要な原因は「国による助成の程度が不十

分、電気事業者による経費の一部負担の内容も必ずしも明らかにされず、地元

としても十分なメリットをもたらす法案だと評価されなかったことが大きい」

とされている（甲Ａ第８２号証）。 

（４）電源三法法案の形成 

   しかしそのような中、１９７３年（昭和４８年）１０月第一次石油ショック

を受け、第三次田中角栄内閣は、石油代替エネルギー源としての原子力発電の

推進を国家的課題と位置付け、１９７４年度（昭和４９年度）予算編成の中で

緊急に電源立地促進法制の見直しをすすめた。 

   １９７３年（昭和４３年）１２月に上記法案の修正を行うと同時に、新税及

び特別国会の創設を加えた電源三法を翌年の国会に上程したのである。すなわ

ちもともと「単法」だったものが「電源三法」に編成替えされたのである（甲

Ａ第８２号証）。 

（５）電源三法の成立 

   かかる経緯を経て１９７４年（昭和４９年）６月に制定されたのが電源三法

である。原子力発電所の事故や放射能汚染の現実ないし不安に対する補償をそ

の存立の根拠にしている（甲Ａ第８２号証）ということであるが、当時原発の

反対運動が活性化しており、それに伴い原子力発電所の新規立地が進まなくな

っていた状況を踏まえれば、原子力発電所立地地点に交付金を交付することに
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よって、相次ぐ地元住民らの反対を抑えようとし、原子力発電所の新規立地を

進めることを目的としていたことは明らかである。 

   地元住民らが原子力発電所の危険性・環境破壊等を危惧して反対運動を展開

することは、いわば当然である。そうであれば、説明会等の開催によって、地

元住民に原子力発電所の安全性等を説明する等して説得し、地元住民の真の理

解を得ていくというプロセスをたどるのが本来あるべき政策のはずである。 

しかし、被告国のとった政策は、カネをばらまくことによって、地元住民を

カネの力で懐柔しようとするものであった。 

（６）電源三法の拡充 

また、電源三法は時とともに拡充されてきた。 

ア 予算規模の拡大 

電源開発促進税については１９８０年（昭和５５年）７月から従来の電源立

地勘定８５円に、電源多様化勘定２１５円が加えられた。この電源多様化勘定

の導入により電源三法はその性格を一新し、立地促進と研究開発の二つの目的

をもつ法律となった。そして電源多様化勘定に基づく研究開発予算は、通商産

業省と科学技術庁の間でほぼ折半の形で山分けされるようになった。このよう

に電源多様化勘定を設けたのは通産省の電源多様化政策の方針に基づくもので

ある。電気事業分野において、石油火力発電のシェアを減らす一方で、石炭、

天然ガス、原子力の三つの基幹的エネルギーのシェアを増やし、さらに再生可

能エネルギーを含む新エネルギーの開発導入を促進することなどを骨子とする

政策である。そしてかかる政策は実質的には原子力発電拡大支援政策を中心と

したものであった。 

さらに、電源開発促進税は１９８３年度（昭和５８年度）から電源立地勘定

１６０円に電源多様化勘定２８５円を加えた４４５円に値上げされた（但し、

２００３年９月３０日まで。現在は、後述のとおり、千キロワット時につき３

７５円。）。それとともに自治体への交付金の額も大きく伸びてきた（甲Ａ第５
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８号証１５１～１５２頁）。 

イ 交付対象の拡大 

電源三法成立当初は、電源三法に基づく交付金は、主に「公共施設の整備」、

「産業の導入・進行」等と用途が限定されていた。 

しかし、被告国は、２００３年（平成１５年）１０月１日に法改正し、交付

金制度の対象事業の拡充を図った。具体的には他の交付金や別の財源で整備し

た施設の維持運営費にも交付金を活用できるようにし、また、地場産業支援事

業や地域資源利用魅力向上事業、福祉サービス提供事業、環境維持・保全・向

上事業、生活利便性向上事業、人材育成事業等地域活性化事業等のソフト事業

にも交付金を使用できることとした。すなわち、法改正により電源三法により

各地方自治体へもたらされる交付金は自治体の独自予算のようにほぼ何にでも

使える交付金へと変貌をとげたのである。また、同時にそれまでは交付金交付

の対象であった火力発電所の立地地域の大部分を対象から外し、被告国は原発

立地をさらに加速させる政策をとっている。 

ウ 新たな交付金 

市町村だけでなく都道府県にもまた１９８１年（昭和５６年）１０月から新

たに交付金を与えられることになった。 

「原子力発電施設等周辺地域交付金」と「電力移出県等交付金」がそれにあ

たる（甲Ａ第５８号証１５２頁）。 

（７）小括 

このように、電源三法交付金は、時を経るごとに交付金額が増額され、交付

対象が拡大されてきた。また、原子力発電所立地自治体は、使途を限定されな

い潤沢な電源三法交付金を当てにして自治体運営を行うことが可能となった。

まさに、被告国は、原子力発電所立地自治体に対して、至れり尽くせりの税制

を特別に準備して、国策である原子力発電事業の拡大に欠かせない役割を演じ

たのである。 
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３ 各法の概要 

（１）総論 

成立当初の電源三法の仕組みは以下のとおりである。すなわち、まず、一般

電気事業者から、販売電力量に応じて一定額の電源開発促進税を徴収し、それ

をエネルギー対策特別会計に繰り入れ、電源立地促進のためのさまざまの種類

の交付金・補助金・委託金、とりわけ発電所を立地する自治体への「電源立地

促進対策交付金」という名の迷惑料にあてるというものである。電源三法は原

子力のみならずあらゆる発電所を対象とするが、原子力発電所には同規模の火

力・水力発電所の２倍以上の交付金が支給される仕組みで、実質的に原発立地

促進のために制定されたものである。 

（２）電源開発促進税法 

電源開発促進税法とは原子力発電施設等の立地の促進及び運転の円滑化を図

る等のための財政上の措置並びにこれらの発電施設の利用の促進及び安全の確

保並びにこれらの発電施設による電力の供給の円滑化を図る等の措置に要する

費用に充てるため、一般電気事業者から電源開発促進税を徴収することを目的

（電源開発促進税法１条）として制定されている。 

納税義務者は一般電気事業者である（同法３条）。また、課税標準は一般電気

事業者の販売電気であり（同法５条）、税率は販売電気千キロワット時につき、

３７５円である（同法６条）。電源開発促進税による負担は電気料金に転嫁され

ているため、実際の負担は需要家である企業や世帯が背負うものであるが、企

業や世帯といった需要家が手にする請求書や領収書の明細には記載されておら

ず、負担そのものに気付きにくい仕組みとなっている。 

（３）特別会計に関する法律（旧電源開発促進対策特別会計法） 

電源開発促進対策特別会計法とは、電源開発促進税の収入を財源として行う

電源開発促進対策に関する政府の経理を明確にするために特別会計を設置し、

一般会計と区分して経理することを目的として制定されていた。なお、２２頁
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で触れたように、特別会計改革により全ての特別会計に適用される法律が２０

０８年（平成２０年）通常国会で特別会計に関する法律が成立した。この法律

の成立に伴い全ての特別会計法が廃止されている。 

特別会計に関する法律においては、電源開発促進対策特別会計は、石炭並び

に石油およびエネルギー需給構造高度化対策特別会計と統合され、エネルギー

対策特別会計が設けられている（同法８７条）。エネルギー対策特別会計はエネ

ルギー需給勘定、電源開発促進勘定及び原子力損害賠償支援勘定に区分され（同

法８７条）、そして、電源開発促進税による税収が、一般会計を経由して電源開

発促進勘定に繰り入れられる（同法９１条１項）。そして電源開発促進勘定から、

電源立地対策及び電源利用対策等に歳出される（同法８８条２項２号）。 

ここでいう電源立地対策とは公共用施設整備計画及び利便性向上等事業計画

に基づく電源立地地域対策交付金の交付、発電の用に供する施設の立地および

運転の円滑化に資するための財政上の措置で政令で定めるもの等を指し、また、

電源利用対策とは発電用施設の利用の促進及び安全の確保並びに発電用施設に

よる電気の供給の円滑化を図るための措置で政令に定めるものを指す（同法８

５条４項、同５項）。この内、発電用施設周辺地域整備法に基づく交付金は電源

立地対策に該当する。 

（４）発電用施設周辺地域整備法 

発電用施設周辺地域整備法とは発電用施設の周辺の地域における公共用の施

設の整備その他の住民の生活の利便性の向上及び産業の振興に寄与する事業を

促進することにより、地域住民の福祉の向上を図り、もって発電用施設の立地

及び運転の円滑化に資することを目的（同法１条）として制定されている。 

当該法律では、まず、都道府県知事が、公共用施設整備計画（同法４条３項）

及び利便性向上等計画（１０条２項）を作成し、かかる計画が適当であれば、

主務大臣（文部科学大臣、経済産業大臣（同法１２条））は、関係行政機関の長

と協議のうえ、同意する（同法４条７・８項、同法１０条４項）。 
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同意された計画には、被告国が交付金（電源立地地域対策交付金）を交付す

ることができ（同法７条、同法１０条４項）、必要があると認めるときには、財

政上及び金融上の援助を与えるものとされている（同法９条、同法１０条４項）。

交付金の交付限度額は、当該発電用施設の出力及び建設費その他の事項を基礎

として文部科学大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した額を限度

として交付される（発電用施設周辺地域整備法施行令第８条３項、同令第１０

条）。限度額の算定においては、他の発電方式と比較して原子力発電所の場合交

付単価や係数が高く設定されていたり、原子力のみを対象とするものがあった

りと、火力・水力発電所の２倍以上の交付金が支給される仕組みで実質的に原

子力発電施設の立地促進対策となっている。 

経済産業省パンフレットのモデルケース（出力１３５万ｋW の原子力発電所

の立地、運転開始まで１０年間、運転開始翌年度から３５年間、建設期間７年

間）による試算では合計１３５９億円もの巨額の金員が立地関連自治体（主に

立地市町村）に交付されることと試算されている（甲Ａ第８６号証）。 

現に２０１０年度（平成２２年度）においては、総額１４７６億円もの巨額

の交付金が、電源三法によって各地方自治体へ交付されている。 

また、電源三法による電源立地地域対策交付金は、運転開始後も交付される

が、交付の中心は建設工事着手前の環境アセスメントの実施段階から運転開始

前までであり、運転開始直後の交付額や開始前に比べると抑制的である。原子

力発電所の立地のための事前調査段階から交付される（電源立地等初期対策交

付金相当部分）仕組みとなっており、また、着工から運転開始時期までの間に

交付される交付金の額が最大となり、運転開始時期以降には交付金の額が徐々

に減少する仕組みとなっている。 

４ 電源三法の効果 

先に述べたように電源三法は、原子力発電所の新規立地を経済面から支援す

るために制定された。しかし、実際には原子力発電所の新規立地はすすまなか
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った。電源三法が制定された後に、電力会社により新規立地計画が発表され、

稼働にまで至った原子力発電所はひとつもない。 

しかし、電源三法は既設地点への原子炉増設を促すという効果をもたらした。

電源三法成立後に運転を開始した原子炉は５０を超える。わが国には、原子力

発電所の立地地点は全国で１７箇所あるが、そのうちすべての原子力発電所に

複数の原子炉が設置ないし建設中である（甲Ａ第８４号証）。 

原子力発電所を受け入れる自治体は主として過疎化の進んだ自治体である。

というのも原子力発電所は原子力技術的な面から、①復水器冷却水が豊富なこ

と、②周辺の人口密度が希薄なこと、③敷地の地盤条件がよいことなどの特殊

な立地条件があり、そのため大都市から離れた海岸の農漁村地域が適地である

ためである（甲Ａ第８２号証７頁）。そういったもともと慢性的に財源不足であ

った自治体が、原子力発電所を受け入れる見返りに多額の交付金等を与えられ

ることによって、原発需要に依存させられることとなり、自主的財源に基づか

ない財政運営を行う体質に変貌させられる。そのため、交付金等に頼った自治

体は原子力発電所なくしては財政が成り立たなくなってしまう。交付金で作っ

た「ハコモノ」の維持管理費用すら工面できなくなる。電源三法は、先に述べ

たとおり徐々に地元自治体に交付される交付金の額が減少する仕組みとなって

おり、再び多額の交付金を得るためには新たな原子炉の設置を求めるより他に

ない。そうして当該自治体は交付金欲しさに原子力発電所のさらなる建設を求

めることとなり、原発依存から抜け出せなくなるのである。このように電源三

法は、既設地点におけるさらなる原子炉増設を促す効果があったのである。 

例えば、本件事故によって莫大な被害を受けた福島県双葉町はそうした自治

体の代表例である。 

原発着工前の１９６５年度（昭和４０年度）の双葉町の財政力指数は０．２

３であったが、原発立地に伴う交付金が入り始めると、１９７９年度（昭和５

４年度）には１．０を超えるようになる。さらには、１９８０年度（昭和５５
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年度）には財政力指数３．７３と信じられないような水準に達する。このよう

な財政上の豊かさのもとで、同町は様々な施設を建設する。道路整備や農林水

産施設、消防施設、水道、教育文化、スポーツ、レクリエーション施設などで

ある。これらの施設の建設には、交付金だけでなく、町の一般財源や借金も投

入する。その一方で、電源三法交付金や固定資産税は減少し、財政力指数は低

下していく。さらに各種の施設は、建設したのちは維持費がかかる。維持管理

のための人件費などは経営収支比率を高くする効果をもつ。収入が減少し、財

政力指数が落ち込む一方で、経常収支比率は高くなり、借金も返済しなければ

ならない。こうして双葉町の財政は追い込まれていく。 

そして１９９１年（平成３年）、こうした状況を打開するため、双葉町議会

は２基の原子炉の増設を決議した。原子力発電所を受け入れたことで窮地に追

い込まれた自治体がそれゆえに自ら増設を希望して、原子力発電所から逃れら

れなくなるのである（甲Ａ第８５号証）。 

また、電源三法には電源立地の条件整備である地元への利益還元の役回りを、

電力会社から被告国の手に公式に移管する効果があった。 

   電力会社は従来、原発立地にあたっては、地元地域の同意獲得のために寄付

金・協力金を地元自治体へ支払う必要があった。この寄付金・地元協力金は得

てして無原則、無秩序に求められることが避けられない。しかし、電源三法に

より、電源立地に国家的事業としての役割を与え、従来電力会社が負担してい

た寄付金・地元協力金の負担をいわば制度化し、さらにその負担を税金によっ

て国民に転化したのである。 

５ まとめ 

  以上見てきたとおり、電源三法は、被告国の原子力政策を、経済的側面から

支援してきたものである。すなわち、原発立地自治体に電源三法に基づく交付

金をばらまくことにより、地元の反対を抑え、交付金目当ての更なる原発誘致

を促してきた。かかる電源三法による被告国の原子力業界保護政策がなければ、
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原子力発電所の立地はすすまなかったことは明らかであり、電力会社が原子力

発電事業を行うことは不可能なのである。 

 

第５ 被告国による使用済燃料の最終処分事業 

１ はじめに 

原発を操業すると必ず使用済燃料が生じる。使用済燃料は、再処理してガラ

ス固化体にするにせよ、直接処分するにせよ、最終的には廃棄物として処分し

なければならないものである。 

本来、廃棄物の処分は、廃棄物を発生させた事業者が自らの責任において処

理しなければならないものである（廃棄物の処理及び清掃に関する法律３条１

項）。ところが、放射性廃棄物、特に使用済燃料は極めて高い放射線量を有し、

少なくとも数万年単位での厳重な管理を要する。この半永久的ともいえる期間

の厳重な管理を人類はいまだかつて経験したことがない。そのため、一民間企

業に過ぎない電力会社が使用済燃料を処理することは不可能である。 

そこで、被告国は、研究を行い、最終処分の方針を定め、処分事業を実施す

る組織をつくりあげた。そして、組織ができた後も自治体との調整を行い、積

極的な広報活動を行うなどしている。 

最終処分方法を決定することは原発稼働の大前提である。 

現在、認可法人が処分事業の実施主体となっているが、実質的には被告国が

その最終処分事業を担当している。 

２ 使用済燃料を電力会社が処分することは不可能であること 

（１）使用済燃料の長期にわたる危険性 

使用済燃料とは、「原子炉に燃料として使用した核燃料物質その他原子核分裂

をさせた核燃料物質」をいうが（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律２条９号。以下、同法を「原子炉等規制法」という。）、要するに、

ウラン燃料やＭＯＸ燃料を原発で燃やした後の燃え残りのことである。 
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１００万キロワット級の原子力発電所を１年間稼働させると、使用済燃料が

約３１トン生じる（甲Ａ第８７号証１１頁図Ⅰ－１）。 

ウラン燃料やＭＯＸ燃料中に含まれるウランやプルトニウムは核分裂反応を

行いながら燃焼し、その燃焼過程で多くの核分裂生成物が発生する（甲Ａ第８

７号証１６１頁表Ⅳ‐１）。そして、この核分裂生成物のほとんど全てが放射能

を有する。 

使用済燃料は、その放射能のために極めて毒性が高いが、人類はその毒性を

無毒化する技術を持たないから、放射能が自然に減衰していくのを待つしかな

い。ところが、その毒性は極めて長期にわたって残存する。その危険性は、「１

トンの使用済燃料に含まれる放射性物質は、１０００年後に琵琶湖の水で希釈

してもまだ飲めない。」ほどであり（甲Ａ第１号証１３６頁）、人間を含め地球

上の生物にとって絶対的に有害危険なものである。 

現在、わが国は、この絶対的に有害危険な使用済燃料を、約１万７２００ト

ンも保有しており、貯蔵量は限界に近付いている（甲Ａ第８８号証３～４頁）。 

使用済燃料の処分について、被告国は、再処理路線（使用済燃料から、燃え

残ったウランやプルトニウムを抽出し、新たな燃料として加工して使用するこ

と。なお、この場合においても抽出後のカスすなわち高レベル放射性物質が残

るため、やはり数万年単位での管理が必要となる。）を強力に推進しているとこ

ろ、一方で直接処分方式（ワンススルー方式。再処理をしないでそのまま廃棄

物として処分すること。）もあり得る。 

しかし、いずれの処分方法をとるにせよ、少なくとも数万年単位で人間社会

から絶対に隔絶しなければならないことに変わりはない。 

（２）民間企業の電力会社には処理できないこと 

 ア 長期にわたる安全性確保が不可能 

使用済み核燃料は、少なくとも数万年単位の管理を要する。しかも、その毒

性及び危険性故に、人間世界から確実に隔離して管理することが必要である。
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ところが、人類は、数万年どころか数百年単位ですら、ある物質を人間世界か

ら確実に隔離して保管した実績はないのだから、保管中の絶対の安全性の保証

はない。そもそも最終処分場すら決まっておらず、地中処分を行うことを前提

とすれば、安全に数万年保管できる最終処分場を日本国内で見出すことは不可

能であると言い切っても過言ではないのである。 

現在、使用済み核燃料は最終処分までの暫定的な措置として、各原子炉の使

用済み核燃料プールまたは青森県六ケ所村の再処理工場の原材料プールに保管

されている。しかし、これらの施設はそもそも耐用年数がせいぜい数十年だか

ら半永久的に保管できるわけではなく、また、耐用年数内においても、自然事

象への安全対策が有効性を持たないことは福島第一原発事故によって実証され

た上に、人為的な事象（例えばテロ）に対する実効的な対策はほとんどとられ

ていない。保管時における事故リスクは極めて高いと言わざるを得ない。 

以上の事実に限ってみても、超長期にわたって、一民間企業が使用済燃料の

処分の安全性を確保できないことは明らかである。 

 イ 長期にわたる研究及び莫大な予算が必要であること 

超長期にわたる使用済燃料の処分方法を確立するには、長期にわたる研究及

び莫大な予算が必要である。実際、被告国は、処分方法を決めるために、１９

５６年（昭和３１年）以降研究を続け、核燃料サイクル事業費として既に２兆

円を投入している。さらに、２００３年（平成１５年）時点において、将来的

に必要となる核燃料サイクル総事業費は約１８．８兆円との試算が出されてい

るが（甲Ａ第８９号証）、２０１３年（平成２５年）４月７日付朝日新聞の報道

（甲Ａ第９０号証）によれば、イギリスに委託していた使用済燃料の再処理費

用が当初予定額の３倍になっているとのことだから、総事業費が１８．８兆円

にとどまる保証はない。 

一民間企業がこのように長期にわたる研究を行い、莫大な資金投入を行うこ

ともまた不可能である（そして、このような巨額の資金を投入したにもかかわ
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らず、被告国ですらいまだに安全な処分方法を確立していない。）。 

ウ 社会的合意が必要であること 

再処理を行うにせよ、直接処分を行うにせよ、最終的に数万年保管するため

の処分場所を決定するには、当該処分場所として選定された地元の了解を得た

上で、補償等の措置を講じなければならない可能性もある。このように社会的

合意を得たり、補償等を講じたりすることは、前２項のような問題がある以上、

超長期にわたる保管に責任を持てない一民間企業では不可能である。 

（３）小括 

以上のとおり、民間企業である電力会社には、使用済燃料の処分について、

超長期にわたる安全性を確保することはできない。また、莫大な資金を長期に

わたって捻出することも社会的合意を取り付けることも不可能である。したが

って、一民間企業である電力会社が単独で使用済燃料の処分方法を定めて実施

することは絶対に不可能である。 

３ 被告国が最終処分事業の実施主体であること 

（１）被告国が方針を定めたこと 

原発稼働によって発生する廃棄物のうち、現在でも最終的な処分方法が決ま

っていないのは、高レベル放射性廃棄物である。高レベル放射性廃棄物とは、

再処理後に生じた廃液をガラスで固めたガラス固化体をいう（もっとも、再処

理が成立する見込みは極めて低いため、将来的には、使用済核燃料そのものが

「高レベル放射性廃棄物」とされる可能性が高いと言わざるを得ない。）。 

被告国は、高レベル放射性廃棄物の最終処分について、１９７６年（昭和５

１年）に地層処分の方向性を示し、１９８２年（昭和５７年）に原子力長期開

発利用計画において、「処分については、長期にわたる隔離が必要であること等

から国が責任を負う」と明言して地層処分に関する調査・研究を進めることを

定めている（甲Ａ第９１号証１１頁）。 

１９８７年（昭和６２年）の原子力長期開発利用計画では、高レベル放射性
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廃棄物の処分について、より具体的に、「固化した後に３０年間から５０年間程

度冷却のための貯蔵を行うこと」「貯蔵後、地下数百メートルより深い地層中に

処分する」ことが定められ、地層処分技術の確立のための研究開発は動力炉・

核燃料開発事業団を中核推進機関として行うことが定められた（甲Ａ第９２号

証２２頁）。 

１９９４年（平成６年）の原子力長期開発利用計画（以下「平成６年原子力

長期開発利用計画」という。）では、地層処分の手順が概ね定められ、操業開始

目途は２０３０年代から遅くとも２０４０年代半ばまでとされている。また、

動力炉・核燃料開発事業団は、２０００年（平成１２年）前までに研究開発の

成果の取りまとめを行って公表し、これを受けて国は地層処分の技術的信頼性

等を評価することとされた（甲Ａ第９３号証２５～２８頁）。 

（２）地層処分を可能にするための被告国の実施策 

 ア 制度・組織づくり 

１９９９年（平成１１年）１１月、核燃料サイクル開発機構（動力炉・核燃

料開発事業団が改組してできた機構）は、平成６年原子力長期開発利用計画に

定められたとおり、報告書「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の

技術的信頼性‐地層処分研究開発第２次取りまとめ」を被告国に対して提出し

た。被告国は、これを受けて、２０００年（平成１２年）５月、「特定放射性廃

棄物の最終処分に関する法律」を制定し、同年１０月、同法に基づき、最終処

分実施主体として原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）を認可した。 

 イ 自治体への利益誘導 

処分地は、文献調査、概要調査、精密調査を経て選定され、最終処分場が建

設されることとなっている。被告国は、文献調査の段階から、電源三法交付金

の適用対象とし、地域振興対策費として単年度交付額上限１０億円の予算措置

を講じて利益誘導を行っている（甲Ａ第９４号証２２頁）。 

ウ 広報活動 



 39 

経済産業省資源エネルギー庁では、高レベル放射性廃棄物の処分について「国

民の理解を深めるため」として、多数のパンフレットを作成し、各都道府県で

説明会やワークショップを開催し、実物大の高レベル放射性廃棄物の地層処分

模型を積載した展示車を全国各地で開催するなどの理解促進活動を行っている

（甲Ａ第９５号証、甲Ａ第９６号証）。 

（３）小括 

以上のように、被告国は、最終処分場を選定するために積極的に施策をとっ

ており、最終処分事業の実質的な実施主体としか評せない。 

３ 被告国の関与なしに最終処分場は定まらないこと 

上記のような方針が定まったにもかかわらず、実際には最終処分場は、２０

０２年（平成１４年）に公募を開始してから、いまだ文献調査に応じるところ

すらなく、今後も、同様の状況が続くことは容易に想像がつくところであった。 

そこで被告国は、このような状況を打開するために、２０１０年（平成２２

年）９月７日、日本学術会議に対し、「高レベル放射性廃棄物の処分に関する取

組みについて（依頼）」と題する書面を送付し、高レベル放射性廃棄物の処分の

取組みにおける国民に対する説明や情報提供のあり方についての提言のとりま

とめを依頼した（甲Ａ第９７号証）。 

これに対し、日本学術会議は、２０１２年（平成２４年）９月１１日付で６

つの提言を行っている。この中で、高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策

を抜本的に見直す必要性があること、暫定保管および総量管理を柱とした政策

枠組みの再構築が不可欠であること、金銭的手段による誘導を主要な手段にし

ない形での立地選定手続が必要であること、討論の場の設置による多段階合意

形成の手続の必要性などが提言されている（甲Ａ第９８号証）。これらの提言の

実現は、被告国にしかできないことであり、今後、被告国の関与なしに最終処

分の方法を定めることはできないのである。 

実際、２０１３年（平成２５年）４月２２日、被告国は、原子力政策を持続
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可能にするためとして、最終処分場選定手続に被告国が積極的に関与する体制

を目指して５月に議論を開始することを決定した（日本経済新聞電子版２０１

３年４月２３日報道）。 

さらに、政府は、２０１５年（平成２７年）５月２２日、最終処分場の適地

を自ら選定し、合意が得られた自治体に地盤調査等を申し入れ、最終的に一カ

所に絞る旨を閣議決定している。原発の稼働を続けるには、最終処分の方法を

必ず決めなければならないが、以上述べたとおり、民間企業である電力会社は、

その責任を持つことができない。 

廃棄物処理は、本来、廃棄物を生み出す事業者の負担において行うべきもの

である。しかし、原発における使用済燃料については、被告国は、電気事業者

以上に積極的に関与して、最終処分方法を決定し、制度を作り上げ、制度が想

定通り機能しないとみるや自治体への立地自治体への利益誘導を行い、積極的

に広報活動を行っているのである。 

４ まとめ 

以上のとおり、使用済燃料の最終処分の観点からみても、電力会社は被告国

の関与なしに原発を稼働することはできない。 

第６ 被告国による損害賠償リスクの解消・支配と原子力損害賠償制度の整備 

１ はじめに 

 わが国初の商業用原子力発電所である東海発電所は、１９６６年（昭和４１

年）に営業運転を開始したが、それに先立つ１９６１年（昭和３６年）には、

「原子力損害の賠償に関する法律」（以下、「原子力損害賠償法」という。）及

び「原子力損害賠償補償契約に関する法律」（以下、「原子力損害賠償補償契約

法」という。）が制定されていた。これらの法律が制定された背景には、次の

ような事情がある。 

 被告国は国策として、原子力発電所を導入することを決定した。 

 もっとも、原子力発電所が危険な施設であることは、導入を主導した被告国
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や事業者となる電力会社はもとより、全国民の知るところであり、原子力発電

所を実際に建設するには、その危険性に予め対処しておく必要があった。原子

力発電所の「安全神話」を流布することはその典型的な対処法であるが、その

他にも様々な手法が採られており、被告国による原子力損害賠償制度の確立も

その一つである。 

 万が一原発事故が起こった場合に、国民に生じた全損害の賠償を国民が求め

ることは当然であり、この点が担保されない限り、国民が原子力発電所の設

置・操業を受け入れることはありえない。 

 他方、わが国で原子力発電所の操業が開始される前の段階において、被告国

も電力会社も、原発事故によって生じうる損害が、電力会社のみならず国家経

済そのものを破綻させる規模のものであることを、既に認識していた。かかる

損害の賠償を電力会社がすべて負担することは不可能であり、それを求められ

るのであれば、電力会社は賠償責任のリスクを懸念して原発事業に参加するこ

とを躊躇する。そうなっては、国策であるはずの原発事業の推進も阻害される

こととなる。 

 そこで、被告国によって画策されたのが、本項で述べる原子力損害賠償法及

び原子力損害賠償補償契約法（以下、上記二法を併せて「原子力損害賠償法等」

という。）である。 

 原子力損害賠償法等では、責任保険契約の締結等を電力会社に義務づけ、責

任保険限度額を超過する損害発生の場合には、被告国がその損失を補償する等

の必要な援助を行うこととされている。これにより被告国は、①被害者救済の

ために十分な損害賠償が実施されるかのように装うことで国民の納得(少なく

とも多くの国民の黙示の承諾)を得ると同時に、②原発事故による損害賠償の

リスクを自らの支配領域に置いて、電力会社が原子力事業に参入し継続発展さ

せていくことを可能とし、さらに、③被告国が実際には多大な賠償義務を負担

しないこともまた可能としたのである。 
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  本項では、原子力事業の推進が国策として行われてきたことの一環として、

原子力事業の高い経営リスクを被告国が引き受けていなければ、電力会社は同

事業を行い得なかったこと、被告国が、原発事故による損害賠償リスクの支

配・解消の観点から、原子力損害賠償法等の制定を中心とする原子力損害賠償

制度の整備を主体的に行ってきたこと、について詳述する。 

２ 損害賠償制度整備前の状況 

（１）原発事故による損害賠償責任は国内において果たされる必要があったこと 

原発事故における損害賠償に関しては、当該事故が核燃料や原子力発電所プ

ラントの製造ミスから生じたものであれば、通常、その製造元が賠償責任を負

うものと考えられる。 

しかし、以下に述べるように、わが国が原子力関連技術導入のために締結し

た協定等により、わが国は海外の政府やメーカーに対して損害賠償責任を追及

することができず、国内のみで賠償責任問題を解決しなければならない状況に

あった。 

ア 核燃料の貸与に関するアメリカ政府との協定 

１９５５年（昭和３０年）１１月１４日、「原子力の非軍事的利用に関する

協力のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」（昭和３０年１

２月２７日条約第１９号、いわゆる「日米原子力研究協定」。）が日米間で調印

され、これに基づいて、茨城県那珂郡東海村に原子炉を建設することとなった。 

１９５６年（昭和３１年）１１月２３日には、上記日米原子力研究協定に基

づき、「特殊核物質の賃貸借に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府を代表

して行動する合衆国原子力委員会との間の協定」（昭和３１年１２月１４日条

約第２４号、以下「細目協定」という。）に署名がなされ、東海村日本原子力

研究所に設置される溶液型実験用原子炉（いわゆるウォーター・ボイラー型実

験用原子炉）の燃料として、２０％濃縮ウラン２ｋｇの日本政府への貸与の条

件等に関して取り決めがなされた（甲Ａ第１２０号証）。 
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細目協定は全６か条から成り、第１条では、アメリカ原子力委員会が日本政

府に対し、日本原子力研究所が建設する溶液型実験用原子炉の操作に使用する

ため、１９．５％ないし２０％濃縮ウラン２ｋｇを貸与することを規定してい

る。すなわち、濃縮ウランの貸与を受けるのは日本政府であって、日本原子力

研究所は日本政府から更に貸与を受けることで、初めて原子炉の操作が可能と

なる。 

そして、第４条がいわゆる免責条項であり、燃料の引受後は、日本政府がア

メリカ政府及びアメリカ原子力委員会に対し、その製造、所有、貸借、占有、

使用から生ずる一切の責任を、対第三者責任も含めて免除することを規定した

ものである。 

アメリカ政府は、他国との協定においてもかかる免責条項を挿入しており、

日本政府との細目協定の折衝に当たって、この条項は絶対に削除できないとの

見解を示した。これに対し日本政府としても、財政法上、国の債権を免除する

等の場合法律の根拠を要するものとされているため（財政法８条）、免責条項の

削除を強く求めた。しかし、アメリカ政府側の主張も強固なものであり、結局

第２条Ｂ項の検査条項（燃料引受時に一定の検査を行い、協定上の条件を充足

するものであることを確認した上で引き取る旨の規定）を加えるのと引き替え

に、免責条項は存置されることとなった（甲Ａ第１２１号証）。 

アメリカ政府との当該細目協定により、わが国は、アメリカから貸与を受け

る核燃料に関して、仮に原子力損害が生じたとしても、アメリカ政府ないしア

メリカのメーカーに対して一切の責任を追及することができなくなった。 

イ 原子炉導入に際するイギリスからの申入れ 

１９５７年（昭和３２年）、原子力発電所建設計画が承認され、その受け皿と

して日本原子力発電株式会社（以下、「日本原電」という。）が発足した。そし

て、イギリスのコールダー・ホール型原子力発電所（天然ウランを燃料とし、

減速材に黒鉛、冷却材に炭酸ガスを使用する原子炉）の導入が検討され、同年
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１２月１４日、被告国は、日本原電に対しコールダー・ホール型原子力発電所

の設置を内閣総理大臣名で許可するとともに、通商産業大臣名で電気事業許可

を行った。日本原電は、正式許可を受けて、同月２２日、コールダー・ホール

型原子力発電所の導入につき、イギリスとの間で本契約の正式調印を行った。

この結果導入されたのが、日本初の商業用原子力発電所となる東海第一発電所

である（甲Ａ第１２２号証）。 

しかし、上記の正式調印前である１９５７年（昭和３２年）１０月１０日、

コールダー・ホール型原子力発電所原子炉の原型となった軍用プルトニウム生

産炉、ウィンズケール原子炉が国際原子力事象評価尺度でレベル５の火災事故

を起こしていた（甲Ａ第７０号証）。そのため、イギリスは、原子炉の日本への

導入に当たり、「原子炉で事故が起こった場合には、イギリス政府は一切責任を

もたない」「原子力発電はまだ危険がともなう段階なることを再認識されたい」

旨申し入れてきたという（甲Ａ第１２３号証１３０～１３１頁）。 

以上のように、わが国は、海外から導入する原子炉についても、貸与を受け

る核燃料についても、万一原発事故が発生した場合に外国政府や外国メーカー

に対して損害賠償責任を追及することができず、すべて国内において賠償問題

を解決する必要があった。すなわち、原則として原子力発電所操業者が全賠償

責任を負わざるを得なくなるということである。 

（２）１９６０年（昭和３５年）当時、原発事故による損害額が国家予算の約２倍

に及ぶことを被告国は認識していたこと 

ア アメリカにおける被害試算とプライス・アンダーソン法の制定 

１９５０年代当時、原子力発電を同じく積極的に進めようとしていたアメリ

カでは、アメリカ原子力委員会の委託を受けて、ブルックヘブン研究所が原発

事故の災害規模を推定する研究を行っていた。 

１９５７年（昭和３２年）、WASH７４０と呼ばれるその研究報告の試算結

果が発表され、最悪の原発事故の場合、急性死者３４００人、急性障害者４万
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３０００人、要観察者３８０万人、永久立退き面積２０００平方キロメートル、

農業制限等面積３９万平方キロメートルといった数字が並んだ。 

アメリカは、被害試算の甚大さをふまえ、事業者のリスクを軽減し原子力発

電を推進するため、同年９月、プライス・アンダーソン法を制定して損害賠償

制度を確立させた。同法は、わが国の原子力損害賠償法の制定にあたっても参

考にされることとなる（甲Ａ第１２４号証２１頁）。 

プライス・アンダーソン法で定められる損害賠償制度は、原子力事業者が民

間保険により賠償責任額を担保する責任保険と国家補償とによって構成される。 

原子力事業者は、民間保険業界と契約できる最大額である６０００万ドルの

保険契約締結を義務づけられ、同時に、その金額を超える損害については、予

め原子力事業者が政府との間で補償契約を締結し、国家が５億ドルまで補償す

ることとされていた。そして、原子力事業者の損害賠償責任は、責任保険額６

０００万ドルと国家補償額５億ドルとを合計した５．６億ドルを上限とする、

責任制限が設けられた。 

なお、当時の１ドル＝３６０円の為替レートで計算すると、上記責任保険額

６０００万ドルは日本円で２１６億円、国家補償額５億ドルは日本円で１８０

０億円となる。後述するわが国の原子力損害賠償法と比して、責任保険の上限

が高く、国家補償額についても具体的に定められているといえる。 

イ わが国における被害試算 

（ア）１９６０年（昭和３５年）時点における被害試算報告書の存在 

わが国においても、アメリカに倣い、プライス・アンダーソン法に相当する

原子力賠償制度を法整備することとなった。そして、原発事故による被害の大

きさを見積もるため、科学技術庁の委託を受けた社団法人日本原子力産業会議

（現「社団法人日本原子力産業協会」）が、WASH７４０を手本に原発事故規

模の試算を行うこととなった。その結果、１９６０年（昭和３５年）に完成し

た報告書が「大型原子炉の事故の理論的可能性および公衆損害に関する試算」
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（以下、「原産報告」という。）である（甲Ａ第１２５号証）。 

（イ）国家予算の約２倍相当の被害試算 

原産報告によれば、出力５０万キロワットの原子力発電所から２％の放射能

が漏れた場合（放射能放出量は約１０００万キュリーで、チェルノブイリ原発

事故の３分の１以下に当たる。）の被害試算結果は下記の表のとおりである。 

 

 

放出条件 

 

 

気象条件 

人的損害（人） 物的損害  

損害額 

（円） 

死亡 障害 要観察 早期立退

き 

（人） 

6 ヶ 月 退

避・移住 

（人） 

1 年間の農

業制限 

（k ㎡） 

低温・揮発

性・粒度小 

逓減・雨無 ― ― 3100 ― 510 20 23 億 

逓減・雨有 ― ― 3100 2400 360 万 3.75 万 5650 億 

逆転・雨無 720 5000 130 万 4800 28 万 3400 1140 億 

低温・揮発

性・粒度大 

逓減・雨無 ― ― 6700 4270 10.8 万 2700 375 億 

逓減・雨有 ― ― 3700 3800 6.2 万 51 138 億 

逆転・雨無 5 163 1900 3200 1.6 万 132 55 億 

低温・全組

成・粒度小 

逓減・雨無 ― ― 6780 96 1.35 万 350 53 億 

逓減・雨有 ― ― 6600 9.9 万 1760 万 15 万 3兆 7300億 

逆転・雨無 540 2900 400 万 3 万 370 万 3.6 万 9630 億 

低温・全組

成・粒度大 

逓減・雨無 ― 67 2700 3.53 万 800 万 3.6 万 1兆 1000億 

逓減・雨有 ― 15 1300 8700 12 万 170 420 億 

逆転・雨無 8 90 1400 6200 4.9 万 240 145 億 

高温・全組

成・粒度大 

逓減・雨無 ― ― ― 6700 470 万 2.48 万 6780 億 

逓減・雨有 ― ― ― 22 万 870 万 1500 1兆 1000億 

逆転・雨無 ― ― ― ― 200 万 3.6 万 4210 億 
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事故被害の様相は、放出条件と気象条件によって大きく変化するが、表で物

的損害が最も大きいのは、放出条件が低温・全組成・粒度小で気象条件が温度

逓減・雨の場合で、３兆７３００億円となっている。温度逓減の場合放射能は

拡散するが、その分汚染面積が広くなり、立退きや農業制限の面積が拡大して

損害も甚大になるのである。 

１９６０年（昭和３５年）のわが国の国家予算は約１．７兆円であった（甲

Ａ第１２６号証）。原産報告は、その試算過程に過小評価となりうる要因などが

残されているものの、それでも最悪の場合には、原子力事業者のみならず国家

経済そのものが破綻してしまう可能性を明示するものであった。 

（ウ）試算結果の隠匿 

上述のように、試算結果があまりにも大きな被害を示したため、１９６１年

（昭和３６年）４月２０日、科学技術庁は、衆議院科学技術振興対策特別委員

会に対し、原産報告の冒頭の要約部分（１８頁目まで）のみをパンフレットに

して提出し、原子力損害賠償法の審議においては一部が報告されるにとどまっ

た。 

この時、原産報告の全文は公表されず、マル秘扱いとされ続け、１９８９年

（平成元年）３月の参議院科学特別委員会では、当時の原子力局長が原発事故

の被害予測をしたこと自体を否定していた。結局、全文が公表されたのは１９

９９年（平成１１年）になってからのことだった（甲Ａ第１２７号証）。 

国会に提出された原産報告の冒頭要約部分には、１０００万キュリーの放射

能放出の場合についての記述が存在しないが、それでも、１０７キュリー放出

の場合の物的損害が１兆円以上に達しうると述べられており、被告国は名実と

もに国家予算相当額の損害が生じうることを前提として、なおも原子力事業の

導入を推し進めたのである。 
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（３）小括 

以上のように、１９６０年（昭和３５年）の時点において被告国は、国内へ

導入しようとしている原子力発電事業が、事故により国家予算規模の損害を生

じうること、しかも外国政府や外国のメーカーに対して損害賠償責任を追及す

ることはできず、国内において損害賠償問題を解決しなければならない状況に

あること、について認識するに至った。そして、経営リスクがあまりに大きい

原子力事業を電力会社が進んで行うことは、経済合理性の観点からして考えら

れなかったため、民間電力会社による原子力事業の運営を可能とするには、被

告国自身が災害補償対策に相当な「工夫」を凝らして、原発事故の危険性・未

知性に予め対処しておくことが必須であった。 

原子力事業のリスクを十分に踏まえて導入を検討するのであれば、国家予算

規模の被害試算の下では原子力事業の導入を止めることも当然に検討されるべ

きであった。しかし、被告国はそれとは逆に、原子力事業導入の流れを滞らせ

ないため、あえて被害試算結果を秘匿した。 

そして、被告国は、全損害の補償を求める国民の声に「表面的に」応える必

要があるという観点と、電力会社が事故時の損害賠償責任を懸念することなく

原子力事業を行えるようにとの観点と、さらには、莫大な損害賠償問題が生じ

たとしても被告国自身において自在に処理できるようにとの観点から、原子力

損害賠償制度の整備を進めていくこととなる。 

３ 原子力損害賠償制度の成立過程―原子力責任保険の整備 

（１）原子力保険制度整備の要請と問題点 

ア 責任保険整備の緊急の必要性 

公衆に対する加害の危険性を有する施設を操作する者には、被害者への賠償

資力を確保するため、予め責任保険へ加入しておくことが要請される。被告国

が責任保険契約の締結を強制することは、自動車交通や航空事業の分野等で既

に国内外ともに実施されてきたところであるが、とりわけ広範囲かつ巨額の対
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第三者損害の危険性を孕む原子力事業にあっては、かかる賠償資力確保の要請

はとりわけ切実である。 

このため、１９５０年代当時、原子力保険制度の整備は、諸外国においても

民間資本による原子力の開発・利用を可能にするための一つの前提条件として

予定されていた（甲Ａ第１２８号証５０頁）。 

イ 原子力保険の制度設計上の問題点 

他方で、当時各国に共通して、保険経営の前提となる大数法則（ある試行を

何度も行えば確率は一定値に近づく、という法則）の実現が原子力の分野では

容易でないという事情があった。すなわち、保険の対象となる原子力施設の数

は極めて限られており、その建設に要する莫大な資金や立地条件面での制約を

考慮すると今後もその数が事故の発生率を統計的に確かめうるまでに増加する

かは大いに疑わしかった。 

加えて、大規模な原発事故が発生した場合に予想される保険会社の填補責任

の額も甚大である一方、原子力の民間利用の経済性を阻害しないためには、保

険料を高額に設定するのにも限界があった。 

上記のような事情から、保険料の蓄積が一回の大事故による損害を賄いうる

までには多くの年月を要し、その間原子力保険の経営は極めて不安定なものと

なってしまう状況にあった（甲Ａ第１２８号証５０～５１頁）。 

ウ 各国の対応状況 

以上のような問題状況の下、各国の保険会社は、原子力保険プール組織（保

険料収入の大部分を将来の原発事故のための準備金として予め控除し、これを

長期にわたり累積的に積み立てていく仕組み）の採用、他国の原子力保険プー

ルとの再保険関係による危険の国際的分散、準備金の長期的積立などの方策を

とることによって、原子力保険の引受態勢の整備を急いでいた（甲Ａ第１２８

号証５１頁）。 
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（２）わが国における原子力保険引受のための準備 

ア 保険業界の動き 

わが国においても、１９５５年（昭和３０年）頃から原子力保険引受のため

の準備が進められた。 

１９５７年（昭和３２年）には損害保険業界内部に原子力保険特別委員会及

び専門部会が設置され、原子力保険約款の起草、プール規約の制定等の事業に

本格的に着手した。 

日本損害保険協会（以下、「損保協会」という。）は、１９５８年（昭和３３

年）３月には原子力保険プール結成準備委員会を、損害保険会社７社、損保協

会及び料率算定会のメンバーで損保協会内に設け、さらにその下部組織として

専門委員会を設置して、プール結成を目的とする具体的な動きを開始した。 

その後、専門委員会を発展的に解消し、新たに、一般・責任・財産の３小委

員会を組織し、大蔵省銀行局及び科学技術庁原子力局等の委員も加えて、原子

力保険引受のための具体的問題につき検討が進められた。このように、政府側

の人物も、原子力保険整備のための要員として保険業界内で役割を果たしてき

たのである（甲Ａ第１２９号証）。 

イ 日本原子力産業会議及び原子力委員会を中心とする政府の動き 

日本原子力産業会議（原子力委員会委員長である正力松太郎の１９５６年（昭

和３１年）２月３日の提唱を受けて、同年３月１４日に設立された社団法人。

甲Ａ第１３０号証）は、１９５７年（昭和３２年）２月から同会議内の法制、

経済両委員会の専門委員からなる研究会を持っていたが、１９５８年（昭和３

３年）２月、原子力災害補償問題特別委員会を、また、その下部組織として専

門委員会を設置し、政府関係者も交えて原子力損害賠償補償制度の内容につき

本格的な検討を開始した。そして、約４か月にわたり原子力災害補償問題を研

究し、同年６月に中間報告書を発表した。 

同報告書には、「原子力災害の公衆に対する補償方策としては、まず原子力賠
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償責任保険が考えられ、これによりカバーできない損害に対しては、国家補償

などが問題となる」と記され、原子力損害が責任保険のみではカバーし得ない

こと、カバーできない損害について被告国自身による何らかの補償が必須とさ

れること、が示されていた（甲Ａ第１３１号証３２頁）。 

日本原子力産業会議の上記中間報告を受けて、同年１０月、原子力委員会は、

原子力災害補償についての基本方針を決定した。同基本方針の中では、「現行保

険業法に基く原子力責任保険の実現を促進し、原子炉設置者等が当該原子力責

任保険に加入することを可能ならしめる」ものとされており、原子力事業者の

ための責任保険制度の整備を目標として、政府が保険業界に対し積極的な働き

かけを行うことを提言している（甲Ａ第１３２号証）。 

同年１１月には、原子力委員会に原子力災害補償専門部会（下記第４の１（１）

における「原子力損害の補償に関する専門部会」に同じ。）が設けられ、同部会

も原子力損害賠償責任保険の内容、その限界等について、検討を開始した。さ

らに政府は、同月、原子力災害補償調査団を編成して海外に派遣し、各国の原

子力保険の実情等を調査させており、わが国における原子力責任保険の実現の

ためにコストをかけて主体的な関与を行っている（甲Ａ第１３１号証３２頁）。 

ウ 被告国による法制面の整備と、責任保険準備の緊急の必要性 

前記アに述べたような保険業界における引受態勢の整備と対応して、被告国

は、法制面において、１９５９年（昭和３４年）４月、原子炉等規制法及び同

施行令の改正を行った。改正規定は、「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染

された物による災害で原子炉施設のうち政令で定めるものの事故に基づくもの

によって第三者に損害を与えた場合におけるその損害を賠償するための措置」

を原子炉設置許可の申請書に記載すべきことを定めており、これにより被告国

は、原子炉設置者に対し、原子炉の熱出力に応じ最高５０億円に至る一定の金

額まで原子力損害賠償責任保険契約の締結又はこれに代わる損害賠償措置を講

ずることを義務づけた。 
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この改正法の附則によって、上記改正規定は、１９６０年（昭和３５年）１

月３日以前に施行されることに定められたため、保険会社は遅くとも１９６０

年（昭和３５年）１月３日までに、原子力賠償責任保険の保険証券発行に関す

る準備を完了しなければならなくなった（甲Ａ第１３１号証３２頁、甲Ａ第１

２９号証）。 

エ 原子力損害賠償責任保険の成立 

１９６０年（昭和３５年）２月、原子力損害賠償責任保険が、保険業法所定

の手続を経た上で正式に独立の保険種目として誕生し、同年３月には当時の日

本の損害保険会社２０社をすべて網羅する日本原子力保険プールが設立されて

活動を開始した。この保険プールの設立により、各保険会社は原子力保険の運

用について裁量の余地を失い、原子力保険に割り当てられた資金が安定的に利

用される態勢が整った（甲Ａ第１２８号証５０頁）。 

（３）小括 

以上のようにして、保険会社は、準備金の蓄積が全くない状態のまま、短期

間で巨額の原子力責任保険を引き受けることとなった。保険会社が、通常なら

ば経営の合理性の観点からしてまず引き受けないような巨額の責任を、原子力

事業に関してあえて負担したのは、原子力の開発・推進に伴う緊急の保険需要

という国家的政策の下、被告国から引き受けを強く迫られていたからに他なら

ない。 

そして、被告国が、法制面の整備と同時並行で、原子力責任保険の整備につ

き保険業界に積極的な関与・働きかけを行っていたからこそ、保険会社にとっ

て極めて負担の大きい原子力責任保険が滞りなく誕生し、わが国の全損害保険

会社によって構成される日本原子力保険プールの設立・活動開始も短期間で実

現することができたのである。 

被告国はその後、原子力損害賠償法等を成立させることによって、原子力損

害賠償責任保険を正式に日本の原子力損害賠償法体系の一構成要素として採用
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することになる。 

４ 原子力損害賠償法等の成立 

（１）原子力損害賠償法の概要 

被告国は、１９５８年（昭和３３年）、原子力委員会に、原子力損害の補償に

関する専門部会（以下、「専門部会」という。）を設けて、原子力損害賠償に関

する法律案要綱の審議を委嘱した。我妻栄を会長とする専門部会は、同年１２

月１２日、審議結果を取りまとめ、原子力委員会委員長である中曽根康弘に対

し、原子力賠償責任、原子力責任保険その他国家補償等の問題について答申し

た（以下、「答申」という。甲Ａ第１３７号証）。そして、被告国は、専門部会

の答申を踏まえながらも、後述のように被告国自身の意向を多分に反映させて、

１９６１年（昭和３６年）６月８日、原子力損害賠償法及び原子力損害賠償補

償契約法を成立させた。 

原子力損害賠償法は、同法の目的として「被害者の保護」及び「原子力事業

の健全な発達」を掲げており（１条）、原子力事業者が原子炉を運転するに当た

って、保険会社との間で責任保険契約を締結し、政府との間では補償契約を締

結する、という損害賠償措置をとることを強制する（６条）。原子力損害を与え

た原子力事業者に対して無過失責任を課し（３条１項）、かつ、当該原子力事業

者以外の者は賠償責任を負わないとしている（責任集中の原則、４条１項）。ま

た、当該原子力事業者の賠償責任の範囲には上限が設けられていない（無限責

任主義）。 

国は、原子力事業者が責任保険その他の賠償措置によってうめることのでき

ない原子力損害につき、原子力損害補償契約に基づく補償を行うが（１０条１

項、原子力損害補償契約法２条）、国が行う損失補償額上限は、損害賠償措置額

（責任保険限度額）と同額である（原子力損害補償契約法７条１項、同４条１

項）。その他の国の措置に関する規定としては、賠償措置額を超える損害賠償責

任を原子力事業者が負う場合に、国も「必要な援助を行うものとする」（１６条）、
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原子力事業者が賠償責任を免責される等の場合に「被害者の救助及び被害の拡

大の防止のため」「必要な措置を講ずるようにするものとする」（１７条）が存

在する。 

（２）法案の脆弱性、及び、被害者保護の視点の欠如 

原子力損害賠償法は、「被害者の保護」を目的に掲げるものの、実際には、次

に述べるように、被害者救済の観点からして多くの問題を含むものであった。 

 ア 保険の脆弱性 

（ア）保険の対象範囲の狭小性 

原子力責任保険がカバーする損害は、「普通の」原発事故により生じた損害で

あって、地震・噴火による損害（約款８条４号）、正常運転による放射能累積の

結果生ずる損害（約款９条１号）及び後発的損害（事故発生から１０年経過後

に請求された損害。約款９条３号）は除外されており、原子力責任保険が果た

す役割は極めて小さい（甲Ａ第１３３号証７頁）。 

これらの保険対象から除外された損害については、１６条に基づく政府の「必

要な援助」を待つことになるが、後述するように、その実効性も甚だ疑わしい

ものである。 

（イ）５０億円という填補責任限度額の設定 

原子力損害賠償法は、原子炉等の運転にあたって、５０億円の損害賠償措置

を講じていればよいとし（同法６条、７条）、責任保険契約に基づく填補責任限

度額も同額とされている。 

１９５０年代当時、わが国の損害保険会社２０社が原子力プールを結成した

としても、保険の健全な経営のためには、原子力保険の最高保有額は、各社の

資本金及び資本勘定積立金の合計額の５％を超えることができない状況にあっ

た。そして、各社の資本金及び資本勘定積立金の合計額の５％相当額は、財産

保険と責任保険を合わせて１５億円であり、そのうち７億５０００万円を責任

保険に回しても、海外とくにロンドンの保険市場で再保険の引受を得られる金
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額は、４０億円ないし５０億円であった（甲Ａ第１３４号証３７頁）。 

上記の事情を踏まえ、原子力損害賠償法においては、賠償措置額が一事業所

当たり５０億円と設定された。当時の日本の保険会社の引受能力のみでは５０

億円に到底及ばず、大部分を海外諸国へ再保険に出すことによって対処しても

なお、５０億円という僅少な填補責任限度額しか設定しえなかったのである（甲

Ａ第１２２号証）。したがって、賠償措置の最高額が一事業所当たり５０億円と

された理由は、賠償措置の中核をなす保険の引受能力に限界があったからであ

って、５０億円以上の損害は生じ得ないという明確な根拠があったからではな

い。むしろ前記のように、それをはるかに超える損害が予測されていたのであ

る。  

よって、２項（２）イにおいて述べたように、当時、原発事故による被害が

兆円単位に及ぶと試算されていたことからすれば、我が国の保険業界の財政基

盤が、海外への再保険を加味しても、原子力損害を到底カバーし得ないほど脆

弱であったことは言うまでもない。加えて、填補責任限度額がここまで低廉で

ある以上、責任保険契約の保険金について被害者の損害賠償請求権が優先して

弁済を受けられるとする規定（９条１項）や、被害者が損害賠償請求権に関し

差し押させる場合以外には責任保険契約の保険金請求権の差押え等を認めない

とする規定（同条３項）も、ほとんど意味をなさないものである。 

なお、賠償措置額はその後徐々に引き上げられ、現在では１２００億円に設

定されているが、この賠償措置額をもってしても、１９６０年（昭和３５年）

当時の試算結果に到底及ぶものでなく、責任保険の脆弱性は全く解消されてい

ない。このことは、本件事故によってもたらされた損害を見ても明らかである。 

（ウ）総填補責任限度額の設定と非自動復元の原則 

一般の第三者賠償責任保険では通常、一事故あたりの保険金額が設定されて

おり、保険期間中に複数回事故が発生すれば保険者はその都度保険金額上限ま

で責任を負う、すなわち、保険金額の自動復元が行われるのが原則である。 
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これに対し、原子力責任保険においては、特定の原子炉施設につき保険会社

が負いうる填補責任が事故の回数に関わりなく総額で一定額に抑えられている。

そして、もし事故によって保険金が支払われた場合は、その分だけ事後の保険

金額が減少し、保険金額は従前の額に復さないのを原則としている。加えて、

保険会社は、被保険者側から仮に保険金額復元の対価として追加保険料が提供

されても復元に応ずる義務がなく、さらには、たとえ保険契約が満期更新され

たとしても、総填補責任限度額だけは更新されず一個の保険金額が各契約年度

にわたって一貫して適用されていくのである。 

この非自動復元の原則下では、仮に１０億円の原子力損害が発生し、同額の

保険金が支払われた場合、その後同一の原子力発電所に再度事故が起こったと

しても今度は４０億円までしか保険金が支払われず、当初より過小であった保

険金額がさらに減縮されていくこととなる（甲Ａ第１２８号証５１～５２頁）。 

上記イにおいて述べた５０億円という僅少な責任保険額と、非自動復元原則

との組み合わせによって、原子力責任保険制度はさらに脆弱なものとなってい

る。 

イ 無過失責任主義の採用と免責規定等による空洞化 

（ア）「被害者保護のため」と称される無過失責任主義 

日本の民法においては、不法行為に基づく損害賠償請求権が成立するために

は、被害者が加害者の故意又は過失を立証しなければならないとされる（過失

責任主義）。 

しかし、原子力損害賠償法は、第３条において、故意過失の有無にかかわら

ず原子力事業者が原子力損害の賠償責任を負う旨規定しており、民法の原則と

は正反対の無過失責任主義を採用している。 

無過失責任主義を採用した趣旨につき、中曽根康弘国務大臣は、１９６０年

（昭和３５年）５月１７日科学技術振興対策特別委員会（以下、「５月１７日特

別委員会」という。）において、以下のように説明する。 
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「無過失責任といたしましたのは、原子力の分野においては、未知の要素が

含まれるという実情にかんがみ、原子力損害の発生について故意、過失の存在

しない場合も考えられ、また、かりにこれらの要件が存在するといたしまして

も、その立証は事実上不可能と認められるからであり、一方、近代科学の所産

である危険を内包する事業を営む者は、よって生ずる損害については故意、過

失の有無を問わず責任を負うべしとして無過失責任を課している各国の例に徹

しても妥当であると考えられるからであります。」（甲Ａ第１３５号証） 

すなわち、原子力損害の発生につき故意又は過失の立証が極めて困難である

ことを踏まえ、被害者による損害賠償請求を容易にするという被害者保護の観

点から無過失責任主義を採用した、と被告国は説明している（甲Ａ第１３６号

証）。 

（イ）免責規定及び第１７条による被害者保護の空洞化 

原子力損害賠償法は、第３条第１項本文において無過失責任主義を採用する

一方で、「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱」によって原子力損害が生じた

場合には、原子力事業者は賠償責任を免れる、とする免責規定を置いている（同

法第３条第１項ただし書）。 

原子力事業者の免責の範囲が広ければ、無過失責任主義は被害者保護の観点

からして完全に無意味なものとなってしまうところ、「異常に巨大な」という包

括的・弾力的な表現は、それ自体が原子力事業者の賠償責任を不当に免責させ

る危険性を有している。また、仮に「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱」

を、当時の技術をもってしては経済性を完全に無視しない限り防止措置をとり

えないような、極めて限られた「異常かつ巨大な」場合を意味する、と限定的

に解したとしても、免責規定の存在によって被害者への賠償が不完全なものと

なる可能性はなお残る。それは、責任保険で填補されない危険については被告

国の負担によって被害者への賠償を完遂すべし、という専門部会の答申の構想

に反して、被告国が、原子力事業者が免責される場合には被害の拡大防止と「被
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害者の救助」しか行わないと定めたからである（同法第１７条）。したがって、

「天災地変又は社会的動乱」が「異常に巨大」であると認められるか否かによ

って、被害者への損害賠償が実施されるか、救助しか行われないかが決まって

しまうこととなった。 

この点に関して、当時の専門部会長である我妻栄は、被告国が原子力事業者

に賠償責任のない事項については責任をとらないという、答申と根本的に反し

た思想に立っていること、それゆえに、被告国の救助に期待せよなどという国

民に不安を与えるような１７条の規定が置かれたこと、を指摘している（甲Ａ

第１３３号証９頁）。 

（ウ）原子力事業者を保護する観点から原子力損害賠償法が制定されたこと 

以上のように、無過失責任主義を定める第３条第１項本文は、「異常に巨大な

天災地変又は社会的動乱」という包括的・弾力的な表現を用いた免責規定の存

在、さらには、原子力事業者が免責される場合には国も被害の拡大防止と被害

者の救助しか行わないとする第１７条との組み合わせによって、被害者による

損害賠償請求の実効性を奪われ、結果的に被害者保護に資することのない規定

となっている。 

真に被害者保護を重視するのであれば、被告国は、答申の構想どおり、原子

力事業者の免責の有無にかかわらず、被害者に対する国家補償を条文上確実に

規定すべきであった。それにもかかわらず、あえて答申の構想に反して第３条

第１項ただし書とともに第１７条を規定し、原子力事業者が賠償責任を負う場

合でない限り国家補償も直ちに発動されないような条文構造をとっていること

からすれば、被害者でなく原子力事業者を保護する観点から、被告国が原子力

損害賠償法を制定していることは明らかである。 

ウ 責任集中の原則による保険需要累積化防止 

（ア）「被害者保護のため」と称される責任集中の原則 

また、原子力損害賠償法は、損害賠償責任を負うべき原子力事業者以外の者
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は、一切責任を負わないものとして、責任集中の原則についても規定する（第

４条第１項）。 

この点について、１９６０年（昭和３５年）５月１７日特別委員会における

中曽根国務大臣の説明は下記のとおりである。 

「原子力事業が広範な産業の頂点に立つ総合産業でありますだけに、損害発

生時における責任の帰属が不明確になる場合が予想されるのであります。それ

では被害者の保護に欠けるばかりでなく、原子力事業に対する資材、役務等の

供給が円滑を欠き、事業そのものの発達が阻害されることとなるおそれが強い

点もあわせ考慮して責任の集中を行ったのであります。従ってまた、損害の発

生が資材、役務の供給に原因するような場合にありましても、原子力事業者の

求償権は原則としてこれらの者に故意がある場合に限って行使できるものとし

たのであります。」（甲Ａ第１３５号証）。 

要するに、責任集中の原則をとることにより、被害者は容易に賠償請求の相

手方を知ることができ、損害賠償の実効性を確保することができるようになる、

との説明がなされている（甲Ａ第１３６号証）。 

このように、原子力損害賠償法における責任集中の原則は、同法の無過失責

任主義と同様、被害者保護の観点から採用されたものであると被告国は説明し

ていた。 

（イ）保険需要の累積化防止のための責任集中原則 

しかし、実際には、被告国は、原子力責任保険の需要が膨大となることを防

止することを主目的として、原子力損害賠償法上責任集中の原則を採ったので

あって、同法第４条第１項は被害者保護を重視する観点から採用されたもので

はない。 

すなわち、原子力責任保険の最大の需要者は、原子炉その他原子力施設の事

業者であるが、それ以外にも、原子力施設の設計・建設・運転・管理・修理等

に関連して設備・資材・燃料・役務等を提供する者が、その納品や役務の瑕疵
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に起因する原子力損害について賠償責任を負担する可能性はあり、それらの者

についても保険による保護を受容する可能性がある。そして、被害者からの直

接の賠償請求ないし原子力事業者からの求償の危険にさらされる様々な立場の

人々（その数は下請業者や個々の資材・部品のメーカーまで含めるとおびただ

しいものとなる。）から、巨額の原子力責任保険が競って申し込まれた場合、保

険会社としては原子力損害の填補責任の総額を把握できないので、原子力保険

の経営が事実上不可能となってしまいかねない。そのため、何らかの方法によ

って保険需要者を一か所に集中させ、それ以外の関係者からは競合する保険需

要が一切起こらないようにする工夫が必須となった。そこで、原子力責任保険

契約上、本来は第三者が負うべき法律上の損害賠償責任も含めて被保険者（原

子力事業者）に肩代わりさせ、肩代わりされた当該賠償責任についても填補の

対象にするという、責任集中の原則が採用されたのである（甲Ａ第１２８号証

５３頁）。 

この点に関しては、当時の東京海上火災貨物業務部長であった長崎正造も、

「原子力保険には、財産保険と責任保険の二種類があって原子力施設の財産保

険だけでも、２００億、３００億というような施設が近い将来にできる。その

ほかに火災保険みたいにまわりの住民がどんどん原子力財産保険や傷害保険を

つけたということでは、限界を守ることはできない。その限界を守る一つのく

ふうとして原子力事業者に損害賠償責任を集中していただく。」「この賠償法の

責任集中ということは、保険のうえからしても非常に望ましい。むしろ保険を

やっていくうえで一つの前提になる規定であるわけであります。」と述べている

ところである（甲Ａ第１３８号証２０頁）。 

以上のように、責任集中の原則は、原子力事業の持続にとって不可欠な原子

力責任保険との関係で、保険会社の経営に対する過度な負担防止のためのいわ

ば調整弁として、採用しなければならなかったのである。 

エ 無限責任主義の限界 
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原子力損害賠償法は、形式的には事業者の賠償責任が無限責任となっており、

国家補償は、原子炉の規模に応じた一定の額（通常５０億円）までは、補償契

約に基づき国の義務として支払うが、それを超える分は「国の援助」（第１６条

第１項）という形がとられている。 

ここでまず、原子力事業者が債務超過となって破産する場合を考えれば、無

限責任主義を採り原子力事業者に損害全額の賠償責任を負わせても、実質的な

被害者の保護に直結しえないことは明らかである。 

そして、原発事故による損害規模が国家予算をも超える可能性があり、一事

業者に到底賠償できる金額ではないということは、既に述べたとおりである。 

また、原子力損害賠償責任が無制限とされたのは、被害者保護の観点からあ

えてそのように規定したのではなく、損害賠償措置額が５０億円とあまりに低

額であったことによる。 

専門部会において法案について審議中、原子力事業者の損害賠償責任を５０

億円程度までと制限してしまうことは、損害賠償請求権の重大な制限となり、

憲法上も疑義が生じるとの意見が出された（甲Ａ第１３８号証１８頁）。そのた

め、損害賠償措置額を超える部分について被告国が援助する形式を採ったこと

との関係上、原子力事業者の責任を５０億円の損害賠償措置額までに制限する

ことはあまりに少額であるとして、賠償責任についての制限規定が入り得なか

ったのである。 

この点につき、被告国は、原子力事業者の財力をもって償えない損害が生じ

た場合には、被告国が「必要な援助」を行うことによって、被害者の保護に遺

漏がないよう法律上規定されていると説明する（甲Ａ第１３６号証）。 

しかし、下記オに述べるように、被告国による「必要な援助」は何ら実効性・

確実性を有しないから、結局、原子力損害賠償法における無限責任主義は被害

者保護に資するものではない。 

オ 国家の補償範囲の不明確性 
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（ア）賠償措置額超過時の国の「援助」 

原子力損害賠償法は、賠償措置額以上の損害が生じた場合には、政府が原子

力事業者を「援助」することによって賠償義務の履行を確保するという体裁を

とっている（１６条）。 

仮に、賠償義務の履行に必要な限り無制限な援助が約束されていれば、原子

力損害賠償法は、被害者保護と原子力事業者の保護を最も完全に実現した理想

的な体制だと言えたかもしれない。 

しかし、以下に述べるように、被告国の援助・措置について定める１６条、

１７条の制定過程からすれば、被告国による被害者救済の可能性は大いに確実

さを欠くものである。 

（イ）被害者保護を重視する専門部会の答申 

専門部会の答申は、まず前文において、「万一事故を生じた場合には、原子力

事業者に重い責任を負わせて被害者に十分な補償をえさせて、いやしくも泣き

寝入りにさせることのないようにするとともに、原子力事業者の賠償責任が事

業経営の上に過当な負担となりその発展を不可能にすることのないように、適

当な措置を講ずることが必要である」と、原子力損害賠償法によって被害者を

救済するとともに、原子力事業者の経営破綻を確実に防ぐという立案者の意図

を明記している。そして、損害賠償措置によってカバーできない損害賠償責任

については第一次的に国家補償によるものとし、事業者への求償は内部的な事

後処理問題として扱うとともに、損害賠償の実施について独立行政委員会に決

定権を持たせて、被害者に対する十分かつ迅速な損害賠償を実現すべきとして

いる（甲Ａ第１３７号証）。 

かかる答申の立場は、原子力事業が万一の場合甚大な損害をもたらす危険を

含んでいる以上、政府が原子力事業の利益を促進する必要を認めて実行する場

合には、原子力事業者を経済的に全面バックアップすべきであり、かつ、被害

者の一人をも泣き寝入りさせるべきでない、との考えを前提とするものであっ
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た。また、損害賠償の実施にあたって行政や国会の裁量を最小限にしなければ、

原発事故発生後、国会審議の迷走や事業者・政府間での責任転嫁等によって被

害者救済の遅延・不備が生じうる、との懸念も踏まえられていた。 

（ウ）答申とは構想を異にする原子力損害賠償法 

上記答申は、責任保険で填補されない一切の場合には、すべて被告国が一定

額までは当然の義務として「補償」することとし、そこで事業者の責任を限定

するという、西ドイツ法のとる構想であった。 

ところが、このような形は国の財政能力から見て困難だという政府内部の強

い意見が出たため、調整の結果まとめられたのが、責任保険の対象外について

は補償契約によって填補するが、損害賠償措置額を超える損害については「援

助」するという、１６条の構想である（甲Ａ第１３４号証３５頁）。 

（エ）被告国の支配領域に置かれた損害賠償問題 

原発事故による損害が国家補償によって修復可能なもので、真に被害者救済

を重視するのであれば、被告国は専門部会の答申どおり、損害について第一次

的に国家補償をすることを気前よく引き受けたはずである。それにもかかわら

ず、あえて「援助」という具体性を欠いた規定にとどめた当該立法過程からす

れば、被告国が被害者保護の視点を意図的に後退させていることは明らかであ

る。 

そして、１６条２項にあるように、被告国は、政府による援助は国会の議決

で定められた権限の範囲内に限るとすることで、損害賠償問題についての最終

的な判断を、法規の適用によってではなく国会の政治的判断に委ねさせている。

被告国は、このように政府援助の必要性判断を国会の専権とすることで、仮に

甚大な原子力損害が生じたとしても、損害賠償の実施範囲を独自の判断で縮減

したり不明確化したりできるようにし、電力会社が負担すべき原子力事業の過

大な経営リスクを自ら解消したのである。 

（オ）原子力事業者免責時の国による「救助」 
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原子力損害賠償法は、原子力事業者が免責される場合について、政府は被害

の拡大防止と被害者の救助しか行わないと定めている（１７条）。同条は、損害

賠償金が支払われるか否かについて明言を避けており、その規定ぶりからして

もはや一般的な災害救助と何ら異ならない。 

この点に関しては、（３）イにおいて述べたように、専門部会長である我妻栄

が、「原子力事業者に責任のない事項について国が責任をもつことは考えられな

い、という、答申とは根本的に反した思想に立つ」と、批判的な指摘をしてい

る（甲Ａ第１３３号証９頁）。被告国としても、１９６１年（昭和３６年）の時

点において、「原子力損害が異常に巨大な天災地変等によって生じたときは、原

子力事業者は、免責となり、政府も、原子力事業者に対して援助を行う必要は

なくなって、この法案の体系を離れた問題となる」としており（甲Ａ第１２２

号証）、あくまで原子力事業者に対して援助を行うために原子力損害賠償法を制

定したことを吐露している。 

カ 損害賠償手続の非実効性 

（ア）答申の構想と異なる損害賠償処理機関の位置づけ 

専門部会の答申では、原子力損害賠償処理委員会という行政機関を設け、損

害の調査、支払に関する計画・方法の樹立・実施のほか、損害賠償に関する紛

争の処理を行わせ、その裁決について、公正取引委員会と同じように第一審判

決に代わる効力を与えようとしていた。答申がかかる権限を持つ行政機関を設

置すべきとしたのは、多数の被害者が個別に訴訟提起するのは不経済であるこ

と、第一次的には専門的な機関が処理にあたるのが適切であること、原子力事

業者が破産手続に類する支払方法をとる場合には統一的な計画の下に賠償を行

う必要があること、などの考慮に基づく（甲Ａ第１３４号証３９頁）。 

しかし、原子力損害賠償法では、答申とは異なって、常置機関でなく必要な

都度設けられる臨時的な機関として、原子力損害賠償紛争審査会（以下、「審査

会」という。）を設置することとされ、その権限も和解の仲介に限定されている
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（１８条）。 

原子力損害の評価について統一的な処理をするためには、独立の機関に相当

程度の権限を付与する必要性が認められるところ、被告国は、上記のように審

査会の権限を過小にすることで、損害賠償問題を排他的に取り扱おうとしてい

る。 

（イ）非効率・非経済的な損害賠償請求手続 

１６条、１７条によって国家補償の範囲が不明瞭なものとなり、１８条によ

って審査会の権限も過小に抑えられた結果、被害者が原発事故による損害賠償

請求権を行使するにあたっては、一人一人が弁護士に依頼するなどして訴えな

ければならないこととなった。 

原子力損害賠償請求の具体的手続については、被告国も、通常の損害賠償請

求と同様、原子力事業者に対して個々人が弁護士に依頼するなどした上で損害

賠償することになり、賠償債務の存在、賠償額等について当事者間に争いがあ

れば最終的に裁判所の判断で決する、と説明しており、その手続が被害者救済

につながり得ない極めて非効率なものであることを自ら認めているところであ

る（甲Ａ第１３６号証）。 

（３）小括 

 以上のように、被告国は、原子力損害賠償法上の各規定を、被害者保護を趣

旨とするものであると説明するが、現実には、迅速かつ遺漏なき被害者救済か

らはむしろ逆行するような条文構造を作り上げていた。このように被害者救済

から大きく後退した規定となっていること、しかも、被害者保護を全面に打ち

出した答申と反する構想をあえて採っていることからすれば、原子力損害賠償

法等が被害者保護の重視を装いながら、実は専ら原子力事業の維持発展を目的

として制定されたことは明らかである。 

 そして、これらの法律の成立・施行によって原子力事業の経営リスク問題が

解消されたことから、電力会社が原発事故による賠償責任を懸念せずに原子力
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事業を行うことのできる態勢が整った。その後、日本原子力発電株式会社は、

東海発電所の建設を推し進め、１９６６年（昭和４１年）に営業運転を開始し、

後を追うように他の原子力発電所も建設・営業運転の準備に入ることとなった。 

５ まとめ 

 被告国は、外国の政府やメーカーに対して損害賠償責任を追及しえない状況

の下、１９６０年（昭和３５年）の時点で、原発事故による損害が国家予算規

模になりうることを認識していた。同時に、１９５０年代後半から原子力責任

保険制度の整備に向けた準備を進めてきたが、海外諸国へ再保険に出してもな

お填補責任限度額は５０億円が限界であること、その後填補責任限度額を徐々

に引き上げるとしても被害試算結果に対応した損害賠償措置をとることが到

底不可能であることも判明していた。 

 このように、原発事故による被害が国家経済そのものを破綻させうるもので

あって、完全な被害回復を図ることが不可能であると判明している以上、電力

会社が原発事故に関するリスクをすべて引き受けて原子力事業を行うことは

あり得ず、被告国の財政力や国家的権力を相当に行使して災害補償対策が講じ

られない限り、民間電力会社による原子力事業の運営が実現することはなかっ

た。 

 それでも、被告国には、原発事業を推進する必要があった。  

そこで、被告国は、原発事故による被害発生のおそれよりも、電力会社が経営

リスクを懸念して原子力事業を行わない可能性に目を向け、原子力事業推進の

流れを滞らせることのないよう、責任保険の整備や原子力損害賠償法等の制定

手続を続行した。 

 その制度は、原子力発電所により生じた全損害が補償されると国民に思わせ

るようなものでありながら、実際には被告国の原子力事業推進の支障となるよ

うものであってはいけなかった。  

 その結果、被告国は、損害を実質的に填補しえないにもかかわらず、それが
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できるものと誤信させる原子力責任保険制度を確立させ、保険でカバーできな

い損害については被告国自身の裁量で賠償問題を処理できるような条文構造

を採って、被害者保護でなく原子力事業者の保護を主眼とする原子力損害賠償

法等を制定した。このように、原子力損害賠償制度の確立に被告国が尽力し、

原子力損害賠償法等を制定・施行したことによって、電力会社にとって賠償責

任のリスクが解消され、原子力発電所の操業が可能となってしまったのである。 

 このように、電力会社が原子力事業を開始するにあたっては、原子力損害賠

償法等を中心とする損害賠償制度の確立という被告国の積極的な関与が不可

欠であり、そして現実に被告国は、主体的な関与を行った。 

したがって、この点でも原子力事業に対し、被告国が規制権限を行使すべき

立場にあったことは明らかである。 

第７ 結論 

   以上のとおり、原子力事業の経済的側面だけを見ても、被告国が電力会社に

対して如何に積極的かつ多様な支援政策を行ってきたかは明らかである。これ

によって電力会社は、本来であれば不可能であった原子力発電事業を継続する

ことができたのである。 

このような「国策民営」による原発推進政策の実態を前提にすれば、被告国

には、本件事故以前において、原告らが主張する規制権限を行使すべき立場に

あったとともに、その行使が強く求められていたというべきである。 

以上 

 

 

 

 


